
1二④事務・事業 (障害者雇用納付金制度に関する業務)

改革案では不十分

4人

0人 ①事業そのものを廃止

¬人 ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施

1 人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施

0人 ④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施

0人 ⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡

2人
⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の

見直し,補助金の削減など)

改革案が妥当

2人

く具体的な意見>

メ9    :な 雫奪
移管
1実
朋  :.

【⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要 (実施方法の見直し,補助金の肖1減など】
・基金が減少している中でtその事業継続に対する任組みづくりが必要。
・納入金で運営する方式は見直すべき。

2組 織 i運営体制

く具体的な意見>

【③更なる見直しが必要 (人員1管理費・余剰資産、組織など)】

雇用・
聾力開孝機構の人員削減が課題。              |

本部の集約化を中心にしてより効率化を行うことが必要。それに伴う人員の削減(資

産売却も可能。          ヽ                 |

管理部門の効率`しを期待したい:         l      .

そもそ1独 立行政法本としての在り方自体が問われていぅ然況にあると考ぇられる。

独法とすることそのものが間われていると考える。|

組織●スリムイLとして管理部門209人が26人間1減Ⅲ少なすぎる:

【改革案が妥当】
・社会に必要不可欠な機能である。理事長をはじめとする担当責任者の働きに期待する。

改革案では不十分

4人

0人 ①廃止

0人 ②他独法との統合・移管
4人 ③更なる見直しが必要(人員・管理費・余dll資産、組織など)

改革案が妥当

2人



厚生労働省省内事業仕分け (独 立行政法人福祉医療機構)
11  ´ 仕分lf人(b名)の評共結果   ::

1■① 事務・事業 (福柾貸付、医療貸付、福祉医療経営=援 事業)

改革案では不十分

5大

0人 鉾 業そのものを廃止

o人 ②事業の効率性を高あた上で、国へ事業を移管し実施
0人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施

2人 ④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託じ実施

1 人 ⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡

2人
⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の

見直し・補助金の削減など)   |  :

改革案が妥当

4人

≦
「8撃 璽晟量こを高め二上で、民嵩え譲渡又は委託 し実施】

:貸 付事業のノウハウ等,含
めて日本政事金融谷専等に移管することは不可讐ではな

,い 。特に、福祉貸付については、供給主体の多構化が甲られる中で、社会福叫法人の

■  み に有利な貸付前度を設けることの量ブ|を議論する必要がある:新 たな枠組生に作り

直しても良いのではないか:  ′    i

l経 営支援事業も綺700/oと いうLミ ナーの満足農など、積極的|こ存姉させる意義が啓
:   じ られなかった。そもそも外部から講師を招いてのセミナTな ど、民間でどこでもゃ,

つており、あえて行わねばならない必然件Iすないのではな,力ヽ)d
. 1 貸 付事業 `福祉貸付 ・i医療貸付)は 、日本政策奮融公序に移管すべき。

l⑤事業を分蘇し、箇、自治体1民FF3へ譲渡】 ‐    =

ヽ
 岬 摯曜奉機構が貸付 ・経営支援事萎を行う|と が本当!F効率的なのか不明であつた。

事業は日本政策金融公庫、民間等でも可能ではないのか。 '    ●  :

【⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方ホの見直し'補助金の削減など)】i
・ 財 務内蓉が判断できる資料を公表せず (少なくともこの場で、あるい|ま国民に対して)t

l  l改 革案を提示されそも、巣たして適土ふ春か、ぁるしヽ ま必要t充 分かについてキ1断で

: きない:但 し、1人販支店廃止ぼ当然でおり:貸 付事業についても日本IFk策金融公庫ヘ

の移管が積極的に検討されるべぎもあと息ゎれる。.     : i  :   ‐

「 1介 護:医療は保険制度そ行わ4ており、他の事業とは性Ⅲが畢なり収拳事業で■ない

ため、独自の機構としての存続が望ましい。

【改革案が妥当】                   _        _
,・福祉貸付事業の尊事11つ! て`Iよヽ社会福祉法人改事 (お金がかからない法人設立)と

抱き合わせて検討すべき。できるならIず、草の根な団体など、資金力がない由体め法

人化をバックアップする役割を担つてほししヽ。        |

:・ 吏に■Fl性、申品価値、警動性を声ゃIほ しい。■会医琴■本制度の推進が望ま
・
しい:

また、有事の時の対応の強イ|を図ってはしい|
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1-② 事務・事業 (年金担保貸付事業・労災年金担保貸付事業)

改革案では不十分

7人

4人 ①事業そのものを廃止

0人 ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施
1 人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体べ事業を移管し実施
0人 ④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施
0人 ⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡

2人
⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の

見直し,補助金の肖1減など)

改革案が妥当

2人  ‐

く具体的な意見>

【①事業そのものを廃止】           ~            ::

:.簡暉意識3鳶詈籍量塁1:T:艇臨ξttiま言言ぜ言奪モ
あるので1福 祉を目的とする機構がこのような筆業を継続することは好ましくなく:

::「
量鍵 瀧 ≧1当 墨 えられるふ::墓 も制度論Lし 1年 基L保 蟹:当 業ぁ

琴1性 lF?き十分検証す
べ青σ子の坤果によつては、事業の廃■もぁり得る」

・ 年 金担保融資について、現状の問題点が指摘されて.ぃるが、どのような改革が検討さ｀
れてι)るかが提宗されでぃない。そうであればt制度自体が廃二されるべきものと思

瑾ドl懇夢ド誕:Xil T■
【⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法め見直し・補助金あ削減など)】
` 生活保護受給に対する対策を、さらに見直す必要がある。
・ 制度をめものの見直しが必要なの■巌なぃか。            .

1-③ 事務・事業 (福祉保健医療情報たヒ
・
スい卸慟洒Tl事業)

改革案では不十分

5人

0人 ①事業そのものを廃止

2人 ②事業の効率性を高めた上で、国今事業を移管し実施

0人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施

1 人 ④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施

0人 ⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡

2人
⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の

見直しJ補助金の削減など)

改革案が妥当

4人

<具 体的な意見>        :

【②事業の効率性を高めた上でt国へ事業を移管し実施】
・ 国 ヽ移寧した方が、ょり良い情報を整備できるのではないが。        i
・ WAMNET事 業1ま「厚生労働省●移管して実施するのが妥当

【④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡支は委託ι実施】        ‐
・ 利 用頻度が高いことから、:民間への譲渡又は姜託にようて、むしろ質の高いものにな

ると考えられる。認苛制でよいのではないか。      |         ‐

1l⑥法人そ事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法め負置し・補訪金の肖i減など)】 ・
・ 来 年は、厚生労働省が指祉十一ビス情報を,本 的に管理すべき:そ の情報をHPに 入

力、保守 ・管理するのが福祉医療機構の仕事ではないか。 1           :

【改革案が妥当】      :           :       |     |

1 :興:≡曇モ言与F艦 事業fi有益。法定受臭彗:tlま:::首 治事務基ある|
領域に日々 更薪される介護事業者情報などを国が直接管理、提供するのIまそぐわない。

1本来、自治体がそれらを担う人き部分が多い。たたし、情義は二元的にそはな〈、多
:

元的に提供されるのが望ましく、1全国ネットで公法人が行うことがあっても良い。



1‐④事務 ・事業 (退職手当業済事業 ・心身障害者扶養保険事業)

改革案では不十分

0人

0人 ①事業そのものを廃上

0人 ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施

0人 ③事業の効率性を高めた上で、自冶体へ事業を警管し実施

0人 ④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又|ま委託し実施

0人 ⑤事業を分解しt国t自治体t民間、譲渡

0人
⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の

見直し・補助金の肖J減など)             ,

改革案が妥当

19人

<具体申な富昇>    ―      :           ′

1守慧 ≧ 底 業鵡 1造Ыよ十分検菫正 ム表∴ 1らい1じt i :
・現状では不可欠であり、むしろ変更することにより混乱が生じるリスタがある。

2組 織 ・運営体制

改革案では不十分

6人

0人 l① 廃止

1人 :② 他独法との統合・移管

5人 l③ 更なる見直しが必要(人員“管理費・余剰資産、組織など)

改革案が妥当

3人

く具体りな意見ン              ,    `
【②他独法との統合,警管1    ,               =
r福 祉貸付、医療貸付は、民間、日本政策金融公庫べ移管し、WAMNETは 国へ移管す

.   べ き。     1                 1   , 1      _

【③更なる見直しが必要(人員:管理費・余剰資産t組織など)】
｀ ・ 管 理部門が大きいように思われるので、さらに整理をすべき。

・ 事 業の移管 `廃上の如何による。      i        l      `‐
・ 財 蓄内容の林計、年員構成 (経歴:役割 “報酬)あ 模証脅前提Lし てはじめて具体的

|:罫輿躍蹴覗曝翫籍聰 盲羅纂IF
らぎるをえない。

「,WAMNETの 民間譲渡又は季託が望ましい6【再掲】
= 独自の役割があり組織が大きいだけに、他との統合・移管は望ましくない。
・ 更 なる人員の肖1減をして,給 料を大幅|こ下!ザうべ■。          ~

1改革界が妥学1:  .                            :
。 日 常の業務で入手できる情報の積極的後利用を進めてはしし、医療福祉機関の管理者

の育成も担えないかし      |_、  1      ´
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厚生労働省省内事業仕分け
:     仕

分け人

1‐① 事務 ・事業 (労働政策研究)

(独立行政法人労働政策研究・研修機構)

(9名 )の 評決結果        `

トワーク形成等検討することが必要と思われ、その結論として①もあり得るように思

われる, ↑          |       `   :   ｀  F

【改革案が妥当】   _         ‐
・研究の/AN平・中立が求めLれ る政策研究の必要性が認められる。    .
・更に研究の内容を充実することを望み、また国際比較も積極的に行つてほしい。

改革案では不十分

6人

o人  l① 事業そのものを廃止

1 人 ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施

0人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施

2人 ④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又1ま委託し実施

1 人 ⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡

2人
⑥法人モ事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の

見直し。補助金の肖1減など)

改革案が妥当

3人

賃騨覇轟晶ムュt、象轟佛よ実興1   1 ・
・独立行政法人にふさわしい で国からの財政支出1=頼らない)自 助努力が必要。

: 【 ④事業の効率逸を嵩めた上で:民 間へ譲渡又l」I委託し実症】 :     |
・:当該法人が 「政策研究」を行う必要性がなく、民間 (大学など,^委 託して 「政策研

究」を継続するのがよいと思われる。 i
・当該法人が独自に研究を全て行う必要があるだろうか。むしろ大学教員等に委託する

方法も検討すべぎである。研究部P与に事務職が多い理由も不萌。

【⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡】              ,
・研究テーマを示しt競 争的研究資金とし、研究者を公募する方がより研究成果が得られ

ぅと考えられう」「網琴的」「重点的J調 査7究 については、内閣府での調査や大臣官辱
の統計情報部での調整、既存の統計デ■タベースとの調整が必要ではないか。

【⑥法人で事業継続するが、更なる見直しb 必`要 (実施方法め見置し,希助金の自1減など)】

「
星奪奥暴葛曇羅案驚雪貨重冒2奪選11じ察亀ち霧景Fttittt菖『警菅墨言最翼毯

: ジ ヨンを持つべきではないか。」ILPTと しても踏み込みが足りないと感じる (労働政

策研究の固有性を否定するもので1まない):労使から中立性を持つ JILPTの ようなシ
:  ン クタンクめ存在自体は高く評価。

・国家戦略の基本となる労働政策の検証と新政策確立のために不可欠な研究を担う機構

i の 維持・充足・発展を追求することを基本とする考え方に立つが、案態について理解

1   欠 くため意早|せ な| 。`しかし:他 の研究機関との織合や大学等同,,究 宰とのネッ

1 1                       1  ｀
    1           ,



1-② 事務 ・事業 (労働行政担当職員研修 (労働大学校))

改革案では不十分

6人

0人 ①事業そのものを廃止

1 人 ②事業の効率性を高めた上でヽ国へ事業を移管し実施

lA ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施

0人 ④事業の効率性を高めた上で、民間今譲渡又は委託し実施

lA ⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡

3人
⑥法人で事業継続するがt更なる見直しが必要(実施方法の

見直しL補助金の肖1減など)          :  `
:改革案が妥当

・

3人

<具 体的な意見>             ´               =

【②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施】        ・
´

,労働大学校の土地・建物を売却してt国が研修を行うべきであると思われる。

〔③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管1実施】■
1白治体IFも嚇員研修機能はあり、国では独本が担うとする社会尊意義が理解できない。

【⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡】    ‐ :             :

・
黎自に宿舎:薪修所を持?pで はなく、国の職員に対する研修所を共有すべき。  1

lR鶴遍識鶴観混Ъ亀弱雉現履顎F?昇専
し・補Tすの削導なa】

・敷担等の規模の見置しはあり得るかもしれない。研修にも狭義の労働撃策では収|り
きらない社会保障に関する内容が不可欠となつてぃる以上:そ うしたことを教授でき

る研究め蓄積等を持たざぅを得ないのではないか。     i:      i
・ ・ 労働行政職員研修の拡充は必須のテ■マであると受け止めるが:現 状にういての厳し

' い 検証の上、他省庁の研修との練合や効率化、「部不動産の処分等検討が求められる

ように墨われう。しかレ,審雫が不明?ため、具警"lF②γ⑤ま
FIこ

ついて
す
1断不可。

【改革案が|11 1         1              :
| ・教育の量1軍 も十分に考膚していちてほしい。宿泊拒諄は不要Fl」

Iな
| っヽ

ヽ
,

2組 織 '運営体制

改革案では不十分

7人

0人 ①廃止

2人 ②他独法との統合・移管

5人 ③更なる見直しが必要(人員・管理費l余剰資産、組織など)

改革案が妥当

‐  2人

<具体的な意見>

【②他独法との統合“移管】                          :

| ・準=じ多独法としての存在意義が十分:F饗解できな| 。ヽ

【6吏 なる見直しが必要 (ズ員 ・管理善 :余乗1資産:組 織など)】       :
・管理蔀|を さらに

ぅ
ウム化す大き。学働夫撃校?菫 設|こ,い て11、ここまその大きさ、

規模が必要か、:さぅに検討する必要があぅ。     i
・二層の人員削減による効率化 ・合理化に努めるべき。
「さらに給墨を下げ人員をヽ1減すべきでぁ●6 1                :
・研究所と大学校とが一組織にある利点がわかる組織とすることが必要。

i t独
■

の事業につぃて、最低年
1回、出来Ⅲほ年2回 `↓ キ権者である国民と政府II対

し、年間あるいは半期の事業計画と予算、事業報告と決算、そして事業の総構を発表
し、評価を得るとともに:責 任を明確にすることが必要だとし)うのが実感。民間であ

れば、例えば株主総会、評議員含:総 含警で株主等に対して当然のこととして行われ
ているFと と9比 鞍で、組織運営体制の改革が検討されるべきではなぃかと考える:

『][曽i飩鐘慕1鷹菖量産士獣勇卜鑽tt象14
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厚生労働省省内事業仕分け  (独 立行政法人雇用 ・能力開発機構)
・         仕 分け入 (6名 )の 評決結果

I―①事務`事業(職業能力開発総合大学校)    .

改革案では不十分

5人

3人 ①事業そのものを廃止

0人 ②事業の効率性を高めた上で、国べ事業を移管し実施

0人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施

1 人 ④事業の効率性を高めた上で、民間全譲渡又は委託し実施

0人 ⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡

1 人
⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の

見直し・補助金の削減など)

改革案が妥当

1人

く具体的な意見>  「                           ´ ´
     :  :

【①事業そのものを廃上】           _        ■  |            :
・教育、能力開発は、民間事業者でも十分にできる。これまでに て雇用 =能力開発機構             ‐

|)使 PFき た財源を奨学金|しヽ ,形で社会に提体することが導当下はないか。    1 .1    _｀ |

学校法人化して、完全に民営化することもありうるのではないか。                      ,
・機構が果たしてきたセーフティネットとしての役割は理解できる。運営財源である保          .

険料め大部分が人件費その他経費で取られており、そらいう意味で国として独立行政 :

法人として行つていく価値があるのが、存在理由があるのか疑間。 1  .              :  ′

そもそもゃりたがらない公共性の高い事業ではない。雇用保険を財濾としt4年制大学    ,      I
'  を違賞する距慎と必要性́ 認ヽめられなし、   ヽ  1‐   :      i            :

. 在 学生の履修の為と指導者訓1練に特イとし「′1平ヽ」校に統合し、時期を見て暴営化する。
総合大学は康止し、当マ施設は蒻争入札で売却。         .     ・
。ものづくりの指導早青養成するという事業の意味そのもわが薄れてきている。このこ :
とに対して、あまり説得的な説明がなかつた。業務1ま必要ないとは思わないが、組織            :

として行う必要があるのか。民間や地方で代替する手段を考えていくべき。   i・

【④事業の効率性を嵩めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施】         :             ・
・業務ごとのニスト分析など事業自体あリアウディ.が明確!三分からない。掌値に裏付け

[1な景書贅だ鵞8婚〔慧翼:薫lビf:殿れ望髯繁野警現:属1け
 : | 1 1

企業立大学に補助全を出せば、不採算事業でも、(職業司‖線指導員の育成などに)取り      |    ‐

組もうとする法本もあるのではないか:                   :
取り組む事業の社会的意義「効果を国民が分かりやすい形で示すべき。

131          ■    ・           ‐

:【⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要 (実施方法の見直し・補助金あ削減など)】
,小平校に統合した筆に、養感訓練機能を4年課程から2年議程として残す:養 成効率

嵩曇菫畠二皇T省署爵豊:ず趙 寝裡 百貨
)とi学生警vξ教撃員数:

【改革案が妥当】              _
.・

今後の産業構造・職業構造の変化に対して指導員の専門分野を柔軟に対応できるよう
に過程を見直す必要がある。もあづくりに対する指導員数そのもあも見直しが必要。



1,② 事務・事業(職業能力開発促進センタ=口職業能力開発大学校)

改革案では不十分

=5人 1

2人 ①事業そのものを廃止

0人 ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施

1人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施

1 人 ④事業の効率性を高めた上で、民間金譲渡又{ま委託し実施

1 人 ⑤事業を分解し、国、自治体、民間べ譲渡

0人
⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の

見直し・補助金の肖1減など)

改革案が妥当

1人

く具体的な意見>                   ヽ

Ю事業そのものを廃工】                      .`
・ハローワークでも民間を活用し、外部委託するなどして訓練を実施している3都導府県にも訓

練センタすがある。ここでも高度な職業前練を行つている。民間の職業訓練もたくさ～あるぶ

呵は助成金を支輸するなギしてもっと民間を活用すべき。民間活力にも?ながるので事ない
‐

  か o l           i ′         i            l   ・

〒業者への助成・補助金対策ど、職業副1練受講生i求職者↑の給付
・助成事業はハロ■ワ

‐クに一本化する。バローワークの組織・機能を拡充すれば充分に対応できる。ハローワー

クを窓口にして民FF3の職業訓練機関をフルに活用すべきである。       ｀   1

【③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施】       :
・職業教育自体は、非常に重要であると認識している。施設、教育内容について、カリキュラム

の優位華は、ポリテクカレヅジにはある。他の構門に対する三ニークさはぁるので、ニァズに
対する育成効果を測りながら:効率の高い運営を進めるべき。

中長期的:=はポリテク″レツジの学科構盛と教区内容は時代の要請に応えた|のに進化さ

せるFとが必華であぅ。  1                 .

撃曹著島鷲鼈雲藉∬蹴勢l惑邸曹呼同:役割91の
があ
「
ので「

=.【⑥法人で事業継続するが:更なる見直しが必要 (実施方法の見直し 補ヽ助金の肖1,な ど)】
“再訓練に重点化していくことは重要だが、重点化、強化させてい〈ことの効果につい

てどこまで十分に検証されているのか。真体的な成果を示すことがないますに1何 を

:   ]]i:li「こ:::ま「'「:蕎重'1lil「「it11「:F讐魯卜「]1悽

2組 織 ・運営体制

改革案では不十分

 ́5人

2人 ①廃止

0人 ②他独法との統合1移管

3人 ③更なる見直しが必要(人員・管理費・余剰資産、組織など)

改革案が妥当i

l人

`具体的な意見≧
|【①廃止】               「

・建用の権保、能力の確保ほ社会的にリト常に大切たが、
.官あ流れをくむ雇用 ・能力開発

機構が行われなければならない理由について、:説得力が欠けている。      _

資格制度があるとすれば、当該資格を官の資格とするが、民の資格とするか1ま1考 え

なければならない。 ・  .               :

現業はできるたfチ民間業者に任薔る:行 政は、政策の普及に徹することが原則。・
言雰星ξ璽]籠言重重層暑曇置顧kF博農言露ti膚議装I祟葉ば:籍菅F言語喜薦

■ら言えば当該機構は、既にその働き機能の終焉を迎えようとしている。    .

減業訓練事業は嵩齢 ・障著者雇用支援機構に統合。住宅融資などは勤労者逗職金共済

機構に移管などの意見もあるが、未来、費用対効果から見ても無黙な事業をltL独法に

融合させても効果は上がら
:な

いし緊急避難的な配分は、
一時的な職員救済にしか見ら

れない。ここは事業仕分けの大儀ll則し断固たる姿勢が求められる。

電霧を言藤聾‖晃象毒子スて言壁長屋翼窯i『冒F季
件付言下鷲蓄l摯「]il

lれ
で|し ,民間活 が々増大1雇用環境にも良い影響を与えるもの1昼つ:|

【③更なる見直しが必要 (人員,管理費・余剰章産、組織など)】
・次のような観点であさらなる見直しが必要。         ｀

1  、 法人の役割見直しに伴う組織のスリム化:茎
晟墓鷲f鼈ン警鶉 戯常にご琴可黒モ量1費1基数t

敷地面積など.::

【改革案が妥当】      =          ｀
  ・

・経費節減に一層努力すべき。     、              ´
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厚生労働省省内事:業仕分け (独 立行政法人労働者健康福祉機構)

:         仕 分け人 (6名)の 評洪結果と対応策

1-① 事務・事業 (労災病院事業)              |

改革案では不十分

5人

0人 l① 事業そのものを廃lL

0人 ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施

0人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施
2人 ④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施

1メ、 ⑤事業を分解し、国、自治体、民間べ譲渡

2人
⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の

見直し・補助金の削減など)

改革案が妥当

1人

く具体的な意見>       1       .ヽ                _

【④事業効率性を高めた上で、民間へ譲渡スは委託し実施】                1      、
・臨屎デニタの収集分析を行う基幹病院として'病院程度残し、大部分は自生経営にす        i
べ書:        、         :

卜
 籍遷電象警菫轟i与誉F履奮i艇業魔皇襲孟皇源轟葛慧麿輌鷹塀督重選た涯馨を言言  ‐   1
は可能である。ヽ   、                            .       :

【⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡】

・臨床研究、情報収集 ・分析等については、国がまとめて統括すべきち   :  |     ‐    1

・ 労災病院に:おける労災毒煮11率は,%で あるFとから、治療部門は普通の病院として

、   独立、せぅべ青お,       ‐           _

【⑥法人で事業継続するがで更なる見直しが必要 (実施方法の見直し・補助金あ削減など】

: 。 30病院がネツトワ■夕として全体的に効率̀ ヒしていく散革案を検討する必要があ    :
るのFはないか。    .     :        : l            ・ ‐・ ,労 災病院の労栞iF関わる機能を集約イLする手とが必要。‐方、その他については、地

域病院として転化することも選択肢であると考えられる。

‐
  1-② 事務 ・事業 (ガ災リハビリ作業所など労災病院事業に関連する事業)

改革案では不十分

4人

1 人 ①事業そのものを廃上

0人 ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施

0人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施
0人 ④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施
2人 ⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡

1 人
⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の

見直し・補助金の削減など)

改革案が妥当

2人=

<具体的な意見>        . : :      ,

【①事業そのものを廃止】
:労 災リハビリテーション作業所、看護専門学校は廃止。               .

:【⑤事業を分解し、国:自 治体ヾ民間へ譲渡】
=総合せき損センターは国へ移管、看護専Fl学校は民間̂ 譲渡すべき。 :
・労災リハビリテ=ション作業所、看護専門学校等rよ、各地域かつ各病院に委ねる。

【⑥法人を事業継続するが、
‐
更なる見直しが必要 (実施方法の見直し1希助金の削減など】   i

・より効率イ̀を行うことが求あられる。
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1-③ 事務・事業 (産業保健推進センタ‐事業)

改革案では不十分

5人

0人 l①事業そのものを廃止

0人 l② 事業の効率性を高めた上でヽ 国へ事業を移管し実施

3人 l③事業の効率性を高めた上で:自治体へ事業を移管し実施
1人 l④ 事業の効率性を高めた上で、民Fnlへ譲渡又は委託し実施

0人  l⑤ 事業を分解し、国t自治体t民間へ譲滓

2A
⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の

見直し・補助金の肖1減など)    1  1  :

改革案が妥当

1人

1二④事務・事業 (未払賃金の車替払事業)

改革案では不十分

4人

0人 ①事業そのものを廃止

1 人 ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施

2人 ③事業の効率性を高めた上で(自治体へ事業を移管し実施

0人 ④事業の効率性を高めた上でt民間へ譲渡又は委託し実施

0人 ⑤事業を分解し(国、自治体、民間べ譲渡

1 人
⑥法:人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の

見直し:補助金の削減など)

改革案が妥当

2人

<具体的な意見>               _         :   ‐                <具 体的な意見>               ´                、

【O事 業1効率性を高めた上F、 自治体人事業を霧管じ実施】                         【 ②事業の効率性を高めた上でt国へ事業を移管し実施】 :
・ 地域密着、現場重視にする必要6                       i             ` 国 べ移管すべき。                 ´
・産靭 雌 進センターと地域産業朧 センタ判ま統合すべ≒  ■

::   . も 曇葉鋤 桑纏を: 地域性を考えて集約し、自治体あるいは民間へ運営を委ねる:                                高 めた上で、自治体人事業を移管し実施】 、       |  ‐
・
                                      :  1生 活に身近な自治体べ移管する。

【④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施】           ‐
・地域性を考えて集約しで自治体あるいは民間べ運営を委ねる。【再掲】                   【 ⑥きムで事業継続するが、童なる見直しが必要、(実施方法あ見直し・補島金の肖1減など】

1        _         :      ,    ‐            .     '     ・ より効率的な運営を行うようにすることが求められる。     ・     l i
‐

                1     ・

【⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要 (実施方法の見直し1補助全の肖1減など】              1   ‐                       .       :‐           ‐
          I域 の中での在り方の再         : ‐・ 機 能の重複が存在する中で、統合を行うことが必要。

.ま
た、地                                                     _

編も必要となるb          i             ‐

【改革案が妥当】   ‐      、  : .       .    ~
・そもそもき分の1に削減して機能が果たせるのか検証が必要:                                                             :
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2組 織 り運営体制

改革案では不十分

4人

1 人 ①廃止

0人 ②他独法との統合・移管
3人 ③更なる見直しが必要(人員・管理費・余剰資産、組織など)

改革案が妥当

2人

く具体的な薄見>             :                   :

【①廃止】                 i
・勢災病院、看護専門学校は民営化、産業保健推進ヤンターはllLの組織と統合すべき。

その他の事業は国又は自治体が引き取るべき。   |

【③更なる見直しが必要 (人員 :管理費 ・余剰資産、組織など)】

_。 人員削減ロードマップを明確にする必要:             ヽ
」役員報酬の大幅ダウンにょる率先模範を示すべき。              1
・:労災病院あ機賞tの集約反び産業保健推進センターの統合をその目的に沿って行うこ

とが必要である。         1    ‐
 `  ~

ヽ産業保健の推進、普及,情報収集・分析、提供等の機能を集約し、地方機能はすべて

地方に移管する。日本医師会等と協力し、産業医養成、予防医療等は推準する。現業
は残さない。    :                          l j

厚生労働省省内事業仕分け (独 立行政法人国立病院機構)

仕分け人 (0名 )の 評決結果

1-① 事務 ・事業 (国立病院における診療事業).

改革案では不十分

4人

0人 ①事業そのものを廃止

0人 ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施
0人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施
0人 ④事業の効率性を高めた上で、民間べ譲渡又は委託し実施
1 人 ⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡

3人
⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の

見直し・補助金の肖1減など)

改革案が妥当

5人

、具体的な意早■          1         .    : :
【⑤事業を分解し、́国、自治体、民間べ譲渡】         .    ,
・
 ヤ イ7テ イネットを行う“設然外は、国の準喜行政法人F行 う必要はない9

【⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要 (実施方法の見置し・補助金の削減など】
: 政策医療、地,医療の重要性は理解できる。しかし、全国ネットヮ‐クで行う必要性

は理解で吉なぃ。分割し、地域毎|こネットワ■クを再組織イヒすべき。またt職 員の兼

.束薬理漏'T晨轟ふ馨逸套尊重見写轟韮懲皇な:「Thぞれの二藻ILどのような機墓
を残すべきか。棄実させる●きかを詳細に分析した喜で、方向性を見直す人き。その

上で3o億 という肖1減が妥当なのか。(場合によってはそれほど削減しては住民が不利
益を被るよ)こ とも考えなくてはならない。          1
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1-② 事務・事業 (臨床研究事業)    、

改革案では不十分

1人

1 人 ①事業そのものを廃止

0人 ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施

0人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体全事業を移管し実施

0人 ④事業の効率性を高めた上で二民間へ譲渡又は委託し実施

0人 ⑤事業を分解し、国〔自治体、民間今譲渡

0人
⑥法人で事業継諄するが、更なる見直しが必要(実施方法の

見直し・補助金の削減など)

改革案が妥当

8人

1-③ 事務・事業 (教育研修事業)

改革案では不十分

2人

0人 ①事業そのものを廃止

0人 ②事業の効率性を高あた上で、国、事業を移管し実施

0人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施

0人 ④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施

1 人 ⑤事業を分解し、国、自治体で民間今譲渡

1 人
⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の

見直し,補助金の肖1減など) .        ｀

改革案が妥当

7人

<具 体的な意見>         、             ・                   ~ く 具体的な意見>

【① 事業そのものを廃上】     ち                                  【 ⑤事業を分解し:国、自治体、民間へ譲渡】          ,    |
…受話研究は、臨床彎究として資金の支■い対ネではない。 1         1        1      ・ 教育研修事業はI医 大、着護協会、看護大学等べ委託すヽき。●

【改革案が要当】             ‐        i  l   .  1    1         t⑥ ォ人で事業継続するが、更なる見直しが必要 (実施方法の見直し・補助金の肖1減など】
:臨床研究ができるというごとで優秀な山が集まるかぅ。地材の拠点的機能を担う病院        ‐    ・ 看護教育はより論議をずべき。医師臨床研修医は、国の制度として行われているので

として医師の専門性の確保は不可欠だと思う。ただし、効率性にマぃてはかなりの見         :   : 機 構独自のものでlよない。:    ●        1   _     ‐

直し、改善の余地はある。1             ,                                                             メ
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1-④事務・事業 (入札改革)

改革案では不十分

5人

改革案が妥当

3人

く具体的な意見>
・:随意契約を徹底廃止        ′     _
・随意契約ゃT者 応札の解消に向けてもつと熱:ぃに啓革を進ゅる●き。      |

 `。さらなる努力を求めたい。i   :    ′        .=
・
撃革案Iず、一

撃論としFは、当然な力
lら琴当FIる が

昨亭≠約が多数lF9ぼる諄状に
|  つ いて、その原因と撃革可能性とその具体的方針について分析 ・提案が検討されるベ

_ き    ,i         l

2組 織 ・運営体制

改革案では不十分

8人

1 人 ①廃止

0人 ②他独法との統合・移管

フ人 ③更なる見直しが必要(人員・管理費・余剰資産、組織など)

改革案が妥当

1 人

、早体的な意見>                                .
【①廃止】                      ヽ           :

・地域毎に分割し、一部の施設は廃上:一部の施設は自治体・民間に移管するのが適当:

男六チンス墜、人事権が必要であり、病院長が事務、看詳士:技 師の人事権を持つベ

き

【③更なる見直しが必要 (人員・管理費 ・余剰資産、組織など)】_

1地 域 (プロック)毎 に独法を分割。)      :      :

・管理部門あ費慕が不足しているようそ、若干わかりにくがうたため tヾの点あ政革案

が見えない。        : = :        :   :
・i地域別の組織に再編すべき。             ｀     |

・ 144病 院を掲げた大きな病院チ三Tン がイコール・プッティングとして他の病院に

はるか有利な存在になっている」将来の社会医療法人化等、組織の廃上、分割、各病

.壇8程曇喜t忙産理警霧纏よI[上|L`通ブ:しク化(分割化)を追裏手べき:
・ 1.44病 院は、多すぎる:また、チ三_ン 展開せずにいてらかのブロ'クに分存るベ

き:           :      .
― 甲組攣を前提にどう改革するかを考えるoか 。

i全
甲l 、ヽつかのブFツクに分割し、そ

の組織 ・運営体制を考えるのか。後者の方策を選択したとき、どれだけ効率的な組織

運営になるのかの検討が行われるべき         |
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厚生労働省省内事業仕分lt (独 立行政法人医薬品医療機構総合機構)

仕分け人 (6名)の 評決結果

lrO事 務・事業 (審査関連業務 (医薬品))

改革案では不十分

4人

0人 ①事業そのものを廃止

0人 ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施

0人 ③事業の効率性を高めた上で、ノ自治体べ事業を移管し実施

0人 ④事業の効率性を高めた上で、民間べ譲渡又は委証し実施

0人 ⑤事業を分解し、日、自治体、民間へ譲渡

4人
⑥ホ人で事業継続するが:軍なる見直しが必要(実施方法の

見直し,補助金の削減など)

改革案が妥当
'2人

<具 体的な意見>

ぽポ灯衿]Ψ翻尋写量最lfΨ扮Ⅲ
・審査に日本版グローパルスタジダードの観点を入れるべき (制度面を含む:)｀
・内部雪保を精査すべき。使途明確化、透明性の向上。 1   '
・国際的′`ニモ|イ ゼ■ジョンを拡大する必要。海外に向げた蕃査のラビー)レも可能で

‐
   は ない力(:こ ぅした/7DN軒での国際活動を高めるべきであり、.そうiした発想が必要。

・ 目標惇のより明確化が必要。       ´   :
・ 4%の 財政支由はゼロr・も運営できるのではないから

1-② 事務・事業 (審査関連業務 (医療機器))

改革案では不十分

4A     ‐

OA ①事業そのものを廃止

0人 ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施

0人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施

0人 ④事業の効率性を高めた上で、民間̂ 譲渡又は委託し実施

0人 ⑤事業を分解し、国、自治体t民間今譲渡

4人 Q法 人で事業継続するがt軍なる見直しが必琴(実施方法の

見直し・補助金の削減など)

改革案が妥当

2人:

1最8菫1雇曇菫継続事:^更な:寛Lとが二曇農鳥方長の見直じ書:島基の翫義ぬi
■ R震 までヤ■ =腎 表し■同由こ

T撃野
を甲賓IT瞥

・期間短縮を進める。          i  l    :
° 1 よ い|イ ドラィンを提示する手とによって、個男lo認証奮減少させることが必要。

1這信[基観蕎基穏営下し,し鍵皇に動しては二3■ ||
・ ・ 審 査麹間が長しヽということは、単にデバイスラグlビ止まらず、国丙の医療機器メーカ

あ開発意欲を低下させ輸入品に頼るため、医療の自給率低下にも繋がらそし`る。医療
産業育成と雇用促進に向けても審葦期間短縮は大事なことである。 1 :
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i二③ 事務 事ヽ業 (安全対策業務)

改革案では不十分

2人

0人 ①事業そのものを廃止

0人 ②事業の効率性を高めた上でt国へ事業を移管し実施
0ノk ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施

0人 ④事業の効率性を高めた上で、民F・5へ譲渡又は委託し実施

0人 ⑤事業を分解しヽ国、自治体、民間へ譲渡

2人
⑥沐人F事業伴続するが、更なる早享

しが必要(寒雄々法の

見直し。補助金の肖I減など)'

改革案が妥当

4人

1-④事務・事業 (健康被害救済事業) |

改革案では本十分

1人

0人 ①事業そのものを廃止

1 人 ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施

0人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施

0人 ④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施

0人 ⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡

0人
⑥法人で事業縮 するが、更なる見直しが必要(実施方法の

見直し・補助金の肖1減など)      i

改革案が妥当

5人

ず81賃六継続!るふ、豊な:見書ιふふ要鷹鳥1法の夏置い基扇基ム島機な」" ~‐  く「8菫彙房最墨L甚嵩ムニ11、菖彙讐業鼻管し皇ふ■■|  :‐
・ 人員増が達成されなかつたとのことであるが、安全対策に必要な人員を確保しt安全            ・  財 政支出を受ける必要がある事業があるなら1ば、その部分だけ国へ事業を移管した

性の確保をお願いしたいよ    :          ■                      .  ぅ どう0 1`      1           ,           1  1
・ 医療機能評価機構が行なっている医療事故情報収集を一層有効活用しt事故が生じ難

い仕組み作りをお願いしたい。後追いの対策にならなし`ように」                     :                          ′   |  ~   _   ´ ‐

【改革案が妥当】     ′                                       l                             i
t副 作漁情報だけではなく、事故情報を収集するのであれば、他あ機関との連携が必要。                        ・
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2組 織 `運営体制

改革案では不十分

1  4人  ・

0人 | ①廃止

0人 ②他独法との統合'移管

4人 ③更なる見直しが必要(人員・管理費,余剰資産、組織など)

改革案が妥当

2人

く具体的な意見>    .              1   ヽ     :

【③更なる見置しが必要(本員・管理費ざ余剰草産、組織など)】 、
ど現役出向 ・嘱託職員が多すぎると思われる。機構内の人材育成体制を強化し、若手を

登用すoこ とに|り こ
‐
出尚 ・嘱託を早期に減らして,動 率の良い職員配置をすoべ き

_   で ある。                     i

111奮慮璽冨1言喬土警T〒
の琴〒l i l  ■

'・
.よリグ首ニバノンなハーモナイを―

ン亭ンに沿つた響織作り。同時lF本学|の手携1子よ

る広がりを進めることが必要である。.:  :             :

・ 目標値のより明確化が必要。                  |      、
・ 更なる人、金の投入の重点化。    ′
。
 4`程 度っv政 事liまt法 人の努力でゼ

甲
で

尋ヽ営で
育
る9で |な

し)か。  1.

【改革案が琴当】                   ・       1   :
L 特に (案)に示されていぅ人材改手|こおいて国際交流,連情大学院構想の事門家の教

育等は積極的に推進して辱|い。   「        11      、
・ 独占事業としての責任を持ち続けてほしい|:     '
: 増員計画を=刻も卓く実現するべく最大限努力すること。     :

改革案では不十分

5人

2人 ①事業そのものを廃止

0人 ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施

0人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体べ事業を移管し実施

0人 ④事業の効率性を高めた上で、民間べ譲渡又は委託し実施

0人 ⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡

3人
⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法?
見直し・補助金の首1減など)

改革案が妥当

1人

<具体的な意見≧          ‐          ′
【①事業そのものを廃止】           |
: 予算配分の仕組みを変えれば、他の機関 (大学等)に おいても目的達成は可能と思わ

れる。                  ,
。 法 人を統合し、この法人でのみ必要な研究にしぼる。      :

お 法人そ筆楽継続する751・:更なる見直しが必要礫 施ォ|の 見直し稀 助金あ書1減なギ)】
・ こ の研究所として取り組むヽき研究につぃて、大学等の他の研究機関でできないもの

: 乳軍亀号管議鷹ξttIE會鮪 ?T'言下下'11方力1,理撃Ⅲ19あrllは「
:他 あ組織L統合したらぇで、この事業の役割分担を再考するべきではないか。|
・ “r橋渡じ」の分野の技術

“の定義を明確にし、大学、企業が担ぅ分野とあ森31きを

明確にすること。「|   .               ´    ,
1 各テ=マに対する貢献度を明確にする:           :′・
 て例)「大学」1「当研究所」:「企業」=50%:110%:40%

:    厚 生労働省省内事業仕分け

仕分け人

1二 ① 事 務
口

事 業 (華 盤 的 技 術 研 究 )

(独立行政法人医薬基難研究所)

(6名)の 評決結果

22



1,② 事務 :事業 (生物資涼研究)

改革案では不+分

5人

1 ン 尺 ①事業そのものを廃止

0人 ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施

0人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体全事業を移管し実施

2人 ④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施

1 人 ⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡

1 人
⑥法本で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法め
見直し・補助金の削減など)

改革案が妥当

1人

'  1-③ 事務 ・事業 (研究開発振興事業 (基礎研究推進事業 ・実用化研究支援事業 ・希少疾病

用医薬品等開発振興事業))        .

改革案では不十分

6人

lA ①事業そのものを廃止

3人 ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施

0人 ③事業の効率性を高めた上で:自治体へ事業を移管し実施
0人 ④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施

0人 ⑤事業を分解し:国、自治体t民間へ譲渡

2人
⑤法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の

見直し̀ 補助金の肖1減など)       ‐

改革案が妥当

0人

、具摯的な意見>                :      ::       ｀      1      く 具体的な意見  ゝ                 |
【①事業そのものを廃止】      ｀   |          , I  I            :  【 ①事業つ ものを廃止,       I                  ‐
・ 他の機関で目的達成できる。 |   ・          I_ _ 1      ‐      :  :° 他の機甲T目 的達成できる。

【⑥法人で事業継続するが、三なる見直しぶ必要で実施方法の見直し・補助釜あ肖1減など)】              :② 事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施】
: 日立健康・栄養研究所との統合・整理 i  ´          ′  、         |        . 菌 と重複してrいる事業は国にもどしたらどうか:             |

‐         ‐                                  |    【 ⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の見直し'補助金の肖1減など)】
″                     。 現実的に沿つた対応が必要である。

|・         :        ・ 希少疾病用医薬品等振興事業などは、この法人がやるべき事業と思われる。 、
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1-④ 事務・事業 (承継事業 (出融資事業)i【経過事業】)

<具 体的な意見>       ‐

【①事業そのもあを廃止】        |
・早期に承継事業を整理した上で、国庫人あ返却が必要。       」

【⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の見直し,補助金の削減など)】
・ 出資金め精算をすべきである。              . :

2組 織 ,運営体制

改革案では不十分

6人

0人 ①廃止 .

4人 ②他独法との統合・移管
2ン` ③更なる見直しが必要(人員・管理費・余剰資産、組織など)

改革案が妥当

o人  :

亀羅搬冨饒合・移螢 : ‐   :~  1 1
・ 現業ばでするだけ手林レ下情報センター化すべき1で、国内外|もに情部の収集、分析、

置:「「
本
市
な視

IFi米
国,NIHT'彎 関を

議
事|、子

rTll:な ,Fとず
あツ

。 国主健康・栄養研究所とめ統合を進める準備が必要。            ・
・ 目 立健康.・

本養研究所との統|・ 整理   :      :

【③更なる見直しが必要(人員・管理費・余剰資産、組織など)】      :

i" 管理,P3が多すぎると墨われるので昇直しが必要。            1
・ 余乗1資産を返金すべき。                ‐    `     1

改革案では不十分

6人

4人 ①事業そのものを廃止

1 人 ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施
0人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施

0人 ④ヽ事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施

0人 ⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡

1 人
◎法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の

見直し・補助金の肖1減など)        :  '

改革案が妥当

0人



―キンググルー

(事業番号)B~4                  :

(項目名)地 方組織    |     |   ‐

(法人名)労 働者健康福祉機構 |‐i       [

(1)産 業保健推進センター業務(助成金事業を除く).

(2)小 規模事業場産業保健活動支援促進助成金事業

(3)自 発的健康診断受診支援助成金事業
・                   .    :

(法人:名)高 齢・障害者雇用支援機構

(4)、障害者職業センターの設置運営(地域障害者職業

センタニ)           i      、

評価者のコメント

(1)労 働者健康福祉機構 産業保健推進センタ‐業務(助成金事業
｀
 を 除く)       i    l

●省内仕分けで47センターを1/3程度に集約化するとのこと。    |
●産業医の重要性は認めるがt地域の開業医制度も充実しているので、国の産

業保健推進センタTは 47ャンタTを 1/3に肖1減するついでに全凄も視野に入
れて行うこと。         ・

｀

●相談と研修の必要性はあるが、実施方法|ま1/3程度以上人の徹底的集約化
を図る大き:   : 1    ‐     :     :  :

●家賃の節約。6～7ヵ所に減らせる13年 以内に改革実施。
●地域産業保健センタTttt他 の機関との連携を強め、より効率的な運営を実

施する。さらには、国・地方を含め:た全体的な統合(機能・
組織)が求められる

のではないか。   '

●地域産業保健センターの方が拠点も多いことから、ここに統合することで全体の
コスト削減ができると思われる。

●センタ=は1つていぃのでは。                    、
●この法人が実施している研修等の事業には一定の意義が認められるものの、ハ

■ド(施設)は必要ではないざ■般競争入札を行うがき。
●機能(相談・研修)は維持しつつ:ハ■ドは大胆に廃上する:どうしても必要なら、

労基局、医師会等に委託する。

●地域産業保健センターとの導携で対応できる。予算半分に縮減:   ‐
●改革案は認めるが、さらに合理化必要.          :
●事業所のみならず人員(事務職員)も減らすべきだ。    ,
●独法はデータの集約、研修内容の管理、調査等のみ行う:地域:職域において

は、医師会・地域産業保健センターで行う。           |
●財団法人労災サポ=トセンタ■と統合。1.

●地域の特性などをPHkまえると、全国画―的に実施する必要iまない。

(2)労働者健康福祉機構:産業保健雁進センタニ業務(4規ヽ模事業
場産業保健活動支援促準助成全事業)  :

_.      (厚 生労高者の当該事業を廃止すぅ方針を確警 ■)    |: :

(3)1・労働者健康結祉機構 産業保健推進セ多́ 二業務(自発的健康
診断受診支援助成金事業)   _

塩
年
の物 人鮮暉

ャ
あ利用

零
緯|↑な

ず
業
下製

、早|に
テ
|す

人
事
を

●効果がないと判断できる(全深夜労働者に占める割合が少なすぎる)8深夜労
働者だけに対する支援ということに合理性がない6:

●事業の利用者 220o人 の診断結果を把握せず|三アンケートによる事業め満足
度調査結果しかなぃとぃぅことは、国費を投入した事業の継続に値しない:  ｀

●対象となる深夜労働者数に比してあまりにt受診者が少ない。実績数も落ちて
いるので事業として成立していない。廃止した後に法の趣旨に基づき新たな事業

燻 躍 轟 :暮凛が1.1‐ | :‐
‐

|

●対象者が減ってきており、職場の検診等で対応できる。この事業をやるための人
件費がかかっている:        t             ll

●公益とは言えない。      i          .

●二度廃止して効果など検証した方がよい。   I I   I
O補 助金以外の男1あ政策手法を検討する。           ■
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●財団法人:労災サポ∵トセンタ■と統合・

●労働者の勤務状況が悪化していること|1鑑みれば、むしろ地域で事業を強化す
べき。

●雇用主が支払うべき。      | _ ｀ .         :

錫盤雅罰だ窮禁塩饉⊆筵製尋力:理姦醒罐弊罰薦鷺酵奮専警含め萎ねるベ
き。                                      :

●深夜業め従事者の健康診断はあった方が良いが、二十ズが減っているので縮

:減。 .            1       ‐

(4)障害者職業センタ■の設置運営(地域障害者職業センタニ)
●間接事業費(人件費・管理部門、家賃等)削減。竹芝オフイスは即txl返却。
●機構側も説明しているとおり、仕事ごと|七民間ができるもの、自治体がすべきも

■ 名八 讃 襄 鶉 曹 鳴畢 ξ喜進ムス晨 彗畠訂晶

:摺ずγV,`Lt高
度
1ヒ下言

る(直接実
警ナ

味
デ

すT千
ネT・

ず つヒ
↑
の
す
換
1日

:循 肇曇馨ξ機季賛ξ
合、不

言
な事業

?整
理・統合を

警午以内に実施。
|

°
名
イタ~め

テ
約イL。

テ
京本

摯
め幕張本部へあ集約年に伴い一般会計^返

‐
マ層「駆け聯戴欝よ言鷺讐子R馨麟軋[磐層惜菫蠍百ふ:'鑑

ylク
と?切ィ分,、本ワ蓄十∵いF琴言景

めり
ずTァ

プが求め

:茉離ξ{惟琴翼塁亀翼匁齢蒻 猟鮨鶉ま:あ支援をさ:に
.婚量凝翁島蓼賛す去花境彙飢まふきい。

i
l● 地域の支援センターやハロ■ワークとの連携を強化すべき:

:』11ず鷲「lЪ熟「聯 ギ『: 「ゞ申 毒摯 下1島||
●予算の選択1集中が必要。              |
●事業内容は評価するが、施設が過大で維持コストが大きい。
●1財団法人労災サポートセンタすとの統合。
●重要な事業ではあるが、独法で実施する体制もなく、かつその必然性は認めら

れない:自ら実施する必要のある困難ケース|三特化するなどt事業の見直しが

必要と考える。                      .

:輔亀脇 F護貢倉香蠍典雪麟督ぷれ雲識薫録ti轟
1罐葉罰性愧 凛意識 (鍵罐猟爺写ぜ|キ
0子の本人が行わな|サればなぅない|ぃう翠申ダ熟り立て,て認められない:

WGの 評価結果      ・  ■      |

(1)労働者健康福祉機構 産業保健推進センター業務

‐  |(助 成金事業を除く)

当該法人が実施し、事業規模は縮減

省内仕分け結果11/3縮減に

とらわれない更なる削減を求める

く対象事業>  ´   ―

j廃 上 2名          :
:事 業の実施は各自治体/民 間の判断に任せる 1名      :
・他の本本で実施:?名(事業規保 縮減 2名):       :
・当該法人が実施 11名 (事業規模:縮減 11名).

<見 直しを行う場合の内容>                 .
・不要資産の国庫返納 1名
,事業主体め一先化 1名
・特定法人と継続的な取引関係の見直し1名    `     「
,ガ バナンスの強化 4名                  :

(2)小規模事業場産業保健活動支援促進助成金事業
・ ‐  事 業の廃止

(厚生労働省の当該事業を廃止する方針を確認した)
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(3)自 発的健康診断受診支援助成金事業

事業の廃止

<対 象事業>       ・         .
・廃止 11名             、
・事業め実施は各自治体/民 間の判断に任せる 4名
・‐当該法人が実施 1名 (事業規模 縮減 1名)「

千明看電7,叩今ヤ

(4)障 害者職業センタ∵の設置運営(地域障害者職業センタT)

てが事業規模の縮減を求めるというものである。      _  :

集ξ蒜亀r眺 酸鋤蜃空虜籍麟 麟 理翼
あり、曇非前向きに検討いただき、更なる●ストダウンを目指していただき
たい。                  ′

労働者健康福祉機構の産業保健推進センター業務(自発的健康診

断受診支援助成金事業)について1ま:事業あ廃上を求めるとしヽうのが
圧倒的に多く11人である。これにういては、三一ズが大変減っている「

菫もよな農ξttEttEttF'と,子もあるとし)ラで'彎る|こⅢにP:)そ11ヽ

高齢。障害者雇用支援機構の障害者職業センタTの 設置運営(地

●ア璽聴李著r巣紺 軌鱗鷺螺魂課f章
ならてぃる。「れは、事要な事業であるが、非常に高コスト体費でぁると
いうこと、そして様 な々美術品や不要資産にっぃては返納を検討すべ
きではないムということである。           :

※ なお、労働者健康福祉機構の産業保健推進センター業務(イ1規ヽ模事業場産
業堡健看動支援促進島1金事芋)につぃ,ま、厚生ガロ者の当該事業を廃止
する方針を確認した。   1   1       ‐

当該法人が実施し、、事業規模は縮減
i  加えて美術品等t不要資産を売却

<対 象事業>         1             1:
・農止 1名              1    .
・事業の実施は各自治体/民 間の判断に任せる 3名

「 他 の法人で実施             ‐

(事業規模縮減 1名)                ‐
・当該法人が実施

(事業規模縮減 8名、現状維持 3名)

<見直しを行う場合の内容>            :
・不要資産の甲事澪納 6名
・ガバナンスの強化 5名
・その他

′
1名

とりまとめコメント      :        :  |

労働者健康福祉構機の産業保健推進センタニ業務(助成金事業を

除く)については、11人 が当該法人が実施すると判断しているがtその全
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ニキン

(事業番号)B~3         1  1

(項目名)福 祉医療貸付、年金担保貸付等

(法人を'福 祉医療機構

. (

き。      i                                   l    :

●貸付実績が減少している。事業全体の見直し、効率化を図り、政策金融を担う他機関との差

別化を図るべき。

●福祉医察の特殊性(収入源が限定・画―)| らヽ、ニーズに応えた対応が必要。 |

●融資業務の見直し等によるユ=ザー側の利便性向上`      ′         i

●福社・介護,一ビス全般の見直しをしなければ、国民福祉の向上にはつながらない。、_

●福祉介護施設も医療機関と同様、厚生努働省による:公定報酬を唯―の収入源としてい

る。そういうた報酬の低さ(不十分さ)を自戒し、自らの失政を補完する。こめ貸付事業をとりや

め、早急に介護報酬の公=料 金(報酬)を章正に改定すがきである。 ‐

0医 療を国家戦略で成長産業と位置付けるなら(福祉施設等の資本コストをいかに調達する

かが人事。| ヽ: :

(2)医療貸付事業

●良質な薩療サービスの産上げの支琴については、和1子補給なくスキームの見直しも視野に

入れるべき:                             :

●貸付事業は政策金融公庫に移管すべき。           '

●政策金融公庫にまとめた方がよいと考える:人員については、一部転籍:

●地方:民満あるいは政策金融公庫とめ連携を強め、金融業務がら序々に撤退すべき。最策

基弔公|1審 査Ⅲ揃1和檸充零。   i   t    '1‐   1

●政策金融公庫べあ移管は、病院・診療所の倒産続出が確実である。資本の論理であ融資

であり統合はありえな| 9ヽ      1  1    1

0助言審査を機構で行い、貸付は他機関で実施した方が適切と考える。     :

●独法という法人形態で融資をすべきでなぃ。

●本事業は貸倒リスクが極めて小さしヽので、他機関でも十分に実施できる。Alj率の問題につい

ては、国が公庫に補そんする。            |       ・

0医療貸付の必要性は十分に理解を=るものの、独法でやる必然性までは認められない。民

間協調融資9拡 大や経営の健拿イ||いうF標 があぅ
一芳F、機構|して新規融資の肖」減を目

標とするなど、将来の方向性がわかりlFくい。|        :     |  ■

●助言機関としては効果が期待できるかもしれなしヽ。              _

0採算がとれない赤字事業を独法が行い、経営が苦しい相手に資金を貸し付ける仕組みが適

当なのか。補助金や利子補給を検討すべき。

(1)福 祉貸付事業

(2).医 療貸付事業

(3)年 金担保貸付事業及び労災年金担保貸付事業

評価者のコメント́´

(1)福祉貸付事業  ::
●助言審査を機構で行い、貸付けは他機関で実施した方が適切と考える。

●貸付事業は、政策金融公庫に移管すべき。                  ‐

0この事業も金融公庫全9移 管を行うべき:条件の差の部分について補助を出すと, つヽたケア

は別に考えるべき。人員は一部移管。

●政府系金融機関に移管すればよしヽと思うし

,事 業の重要性ゃぅド|ドが本められていることを考みる生、他のホ本で行つた方が効子的FI
ないか。助言機関としては効果が期待できるかもしれない。

,福 祉貸付の重琴性は理解できるが、この独沐自身が奉施する必要性はないように思える,
●地方・民間あるいは政策金融公庫との連携を強め、金融業務から除々に撤退すべき。

●政策金融公庫の審査体制を別途充実。           ′       |  :

0独 法といっ沐人形態で融資をすべきではない。

●正式に書類を受け付けてから貸付決定までは37日間だとしても、それ以前に自治体保証を

取り付Iチるまで1=2・年を要するのは長すぎるL福祉施設建設費の大部分は補助金が充当され

るめが通常であるこ|まし`え、さらなるス|_ド行政ぶ求あられる。

●コンサ'レティング業務,こ特イしすることも,案ではないが。i融資ますのり=ドタイムを縮小すべ
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,

0民 間病院における施設整備資金等の調達方法は公立に比べて厳しく制限されており、市場

原理だけでぃ考えられない。しかし、貸付実績が減少するなど事業全体,見 直し、予算縮減と

改善は不可避∫審査!ヒ時間ががかりすぎるとの声もありし           1  ｀

0事 蕃の重要性やスピニドが求められてぃることを考えると、他の法人で行った方が効率的では

なしヽか。                              ■  : :

,必 要な事業だが、一層のスピーディニさと充実した貸付を求める。ただ根未問題として診療

報酬の改革が必要:               t   i

‐●現状では、当制度が医療サービスの実質的なセー
7デイーネットにならてぃ乙 しかしながら

赤字病院が00%を 超える状況で融資を
/●らても基本的な問題の解決にならない:医療保険

制度の抜本的な見直しを行うまでの暫定措置として存続。

●医療過疎聾に診泰所を建設することは、口策としてやる●き貸付事業であるから、補助全も

同時に
ハれて、地域での

平益
等

が中上するような仕組ヽ
を
■誉築す人

育である。な|、診療所

建設は、政策金融公庫で1対応可能なので完■に切り分けるのが、共同事業化するのかの政

策判断も必要である:             .    :

0民 間医療機関の特殊性(収入は診療報酬のみ)から、継続する。  |  ‐
.0子

もそも病院の唯一の収入である診療報酬が不十分そあることが原歯で日本全菌の病院が

零窮している。これ1す厚rL労働省9失 政1主花ならなしヽ。この失政が自ら補完する事業を二医療

人としそ看過できなぃ。診療報酬を適切に加算することで蒸決する。        1 1 1

●診療誓酬の見直しや株式会仕立、混合診療とセットで議論することが必要ぉその上で利子捕

給や保証に支援するとともに政策金融を一本化していくべき。現状では当該法人を最大限活

用できるよう工夫すぅ。■

●高額医療機器と付帯費用も含めて100%融 資すべきである。経済成長の柱。先進医療(が

4)には10年低和1融資する。医療資付につしヽそ隼物の耐用年撃を45年とする。将来事保証

期間に衣替えすることを検討すべきであると                :

●辱呼
国家戦甲

で
事長率業1位置付ける0ら、民間

痺
院争の資李コストをし、か1調澤

す
|

1かが大事`                               :

(3)年金担保貸付事業及び労災年金担保貸付事業

0年 金を担保に貸し付ける仕組みが簡題(モラルに反する:1)。結果として生活保護に通い込

1例
もlνそ?写状を機讐ダ聟握IF:な`

い。 ;      「         :
●マイナス効果が多い。本業の融資商品の開発が必要。   |          |

●セ=フテイーネットとしては1年金担保はなじまないと考える:廃止した場合の一時的資金需

要へのスキームは考えるべき。       :    ・     |         ′

oそ もそもの法的規制に反してしヽる。生活保護とのセットによる悪用例もあるのそ廃止。 1  1

●年金を担凛にした場合、年活の基盤に問議が生じ、かつ生活保護との関係で悪用されるケ
ースも取りぎたされている:                             :

●年金を前倒しして困窮する国民に貸し付けることは1社会通念上固く禁止きれるべきである。主

●セ
Tフティネット1担 堡に融資

,す
る合理撃がな|)。当η甲的は洋成されている。そも子も制

度の開坤時の目的(ャミ金対策)は未われていぅ。その上、実質隼活保護に|り返済を受ける

ようなこ
|が制革上可聾な欠陥製度で|る:他9制事IFよる受け皿もある以上、本知度の役割

は終ゎつた:    :           `

●午金担保はその
|の

が導切ではない。資金が必要|^に は別の制事の設計が必要,   _

0年 金担保貸付は直ちに廃止すべきである。葬儀費用の事例が説明されたが、親子の絆が薄

くなつている今日、子供の連帯保証により無担保に貸し付けるのならば、一部残してもよい。遊

興費の貸付けを国費で行つているとすれば論外である。 1

●無埠堡貸付に移行すべ=。又は、他の金融機関に移管すべき。 1

●そもそも年金を担保に貸し付けぅ9ま耳しいのか」悪用されるケースが多いのではないか。実

態を把握|、今後あ方針(lll度のあり方)を決めるまで予算を縮減機 。

,午含浮保黛付制度あ廃止P場合の影響調査奮待?I押断する。 :
●実施の意義は認められるし、事業の規模も適切に思える=リピニター問題も改善策がとられる
ようFIる。しがし独法が奉押すぅ必然性は認められない。 |  :、  :   :
●絶えずこの荊度自体の妥当性を検証すべき。        -         1

WGの 評価結果

(1)福祉貸付事業

効率化などに努めることを前提に、

当該法人が実施し(事業規模は現状維持

<対 象事業>   =                 .:
・‐廃■Lil名          .       |
・ 他の法人で実施 7名 .(事業規模 現状維持 1名、 拡 充 6名)
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`国 等が実施 1名 (事業規模 拡充 1名)
・当該法人が実施 7名    | ‐
1(事 業規模縮減 2名、現状維持 3名、 拡 充 2名)

<見直しを行う場合の内容>
:事 業主体の一乖イヒ1名
・ガバナンスの強イヒ 4名           .
・その他 1名               |

(2)医療貸付事業

・当該法人が実施 3名 (事業規模

く見直しを行う場合の内容>  ‐
:事 業主体の一元化 1名 ′ :
: ガバナンスの強イヒ 2名 `

とりまとめコメント1   1

福祉貸付事業について1ま、「他の法人で実施J、「当該法人で実施」
が大半であづた:事業規模に関しては、「拡充J、「現状維持」が多かつ
た。貸付事業自体は必要だが、独法自体が効率的かつ不ビニディーな
やり方をできているかという問題意識が強くある。このため、他の法人で
の実施を含めこの部分の解決を議論することを勘案してもらうことを前
提に、「当該法人が実施」することを結論とする。また、事業規模|こ関し
ては、現状維持又は拡本が多いので、「現状維持」というところに結論を
置きたいと思う力ヽ ニーズは多くあるとぃうことを付記する。

・

ξ 蘊 鷺ゝ 壇磁 」T鱒 類 は 覚:島 黒 l勢 騨
‐

維持」が4名t「拡充」が2名、「縮減」が1名であるJ基本的1こtこのよう
な貸付自体は必要であるが、やはり融資体制が十分出ないという問題
意識があり、スピーディーさにっぃてはまだ検討の余地がある。さらに、
根本問題としてご経営体制自体が診療議酬を含めて根本的なところが

R島綺 本蝋 嫌 輝 蠣 留 舅 甍 α 翻 鰹 認 雄 [ξ
問題意識がある6結論はt「当該法人が実施」、事業規模はF現状維
持」とするが、ニーズが多くあるとの認識は付記しておく。  |

;嘲晏侵盟稲鸞 患辮霧親 ダ:重許
らt移行期間が必要であることを十分理解しながら、これに代わるような

制度、例えば、全社協の黛付制度、生活資金の融資、セニフティーネ
ットを十分用意した上で基本的に年金を担保として貸付を行うというやり
方自体は止める方向にもっていってはしい。         「  :

縮減 1名、現状維持 2名)
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効率化などに努めることを前提に、

当該法人が実施し:事業規模は現状維:持

<対 象事業>   l            .

■ 廃止 1名          ‐      :     ‐

・他の法人で実施 7名 (事業規模 現状維持 1名、 拡 充 6名)
。国等が実施 ¬名 (事業規模 拡充 1名)  .
・当該法人が実施 7名    ,    「    ‐ :

(事業規模縮減 1名、現状維持 4名t 拡充 2名)

<見 直しを行う場合の内容>          ・
: 事業主体の‐元化 1名
・ガノ`ナンスの強化 3名      4      `
・その他 1名              ・

3)年金担保貸付事業及び労災年金担保貸付事業

.     :事 業の廃止   ―

く対象事業>
・廃止 11名     .   :、 1   1      :

・他の法人で実施 2名 (事業規模 縮減 1名、現状維持 .1名)



ニキンググルニプ

(事業番号)B二 1

●地方に出向ぃて実施するもの、民間で実施してもらうものを、全体の研修を見直す中で明確

にする。研修めための施設は売却を検討してよいのではなしヽか。国の他の研修施設の利用が

充分可能なはずである。施設利用が自己目的化してし`るように見える。

●広大な敷地:建物を所有する必要性|ごついて、合理的な説明がない。研修講師の出張で足

りる。                  i

●人件費が高い。  :

0地 方でできる研修もあると思うので、労働大学校の施設は他省庁と共有して中央で行うべき

研修のみ実施すればよい。

●新修の内容とコストに応じそ地方での研修、インタ=ネ し卜11央 その実施を検討し1卜ニタ;`

でもっとも効率的、効果的な方法をとる。 |  :  ｀

●建物があること・建物を利用することを前提として研修の行い方を変えるべき。

●効果測定の方法を設ける。                  ｀

●公務員研修を独法としてバコモノで実施すると、宿泊研修ありきで研修内容め柔軟性を欠き

やすい。研修内容資分けてt中央に集めて行うもの、講師が地方に中向くもの、ィンターネット

や DVDを 用いるものと多様に再検討すべき。               1   ‐

0研 修事業は、独法ではなく国で行い、宿泊研修は減少すべき。 _

0座 学と甲―ルプレイを区月」し、座学については基苺内容は DVDで 配る:制度変更等のスピー

‐ド重視のものは、ネット授業とする:ロールプレイについては地域ごとに講師を育成して地域ご

とに実施する:

●設備は売却、不要資産は国庫返納。アンケートは職員ではなくハローワークの利用者から取

るべき。                      ‐       :

●研修内容を見直し、中央で必ずやるもめと地方で行うもあを峻男tすべき。   ・

●20名で?億o百万円の人件費(退職金含まず)、ラスパイレス105、人件費を肖!減すべき。

1:激円 、T電製案昌臨驚鼎輪馨最還凛嵯製群3
る。        .                                  ｀    |

●自己研鑽14輝 常の業務の範囲内である。辱労省職員の研修なっだo らヽ、厚労省が研修

料を支払うべき。     i          l        :

●研修は重要だし必要だが、労働大学校をコストをかけて維持管理するよりも、出前講座やホ

テル、会議等を活用して行えばよいざ

●研修事必要だが、実施体制が門憲ざ                   :

●コストをさらに削減。                 ●          ′    l

(項目名)労 働行政担当職員研修、労働政策研究等

(法人名)労 働政策研究“研修機構

(1)労 働行政担当職員研修(労働大学校)

(2)1労 働政策研究(職業情報 キ`ャリアガイダンスッール

の研究開発)

(3)成 果普及等

評価者のコメント

(1)労働行政担当職員研修(労働大学校)    |

●研修のためのホテル施設を独法が保有する必要はなぃのではないか。        :

●そもそも、国が職業紹介等の事業を行う必要は薄れているのではないか。それ故、研修の必

琴性もないのではないか。       .      :           :

●宿泊棟を含む施設を廃止:売却する。      ′

●研修げ他の自の“設の活用や、地方での実施など見直す大き。       i  _

●矢拳校のノ`ニドは不要。               _ 1

10研 修内容見直し、地方中心の研修にする。重要研修は、省直轄で実施。     1

0職早研修機関に対して「労働大学校」め冠を付けておく必要はない:実務機関の実態に即し

1 て 「労働研修センター」のょうな名称に改あると同時IF、箱物の処分を考慮して身軽になった

方がよい研修成果が望める。        ヽ       ｀

,研修内容と期待する効果は甲が労働行政として責任を持つべ育。その上● 最適な研修方
法(中央・地方、専門と=般、対面とメディアなど)を組み合わせ、必要に応じてアウトソァシジ

‐ グずれば、広大な研修施設は不要となる。

●行政の研修は自で行うべききただし:研修方法・施設は全面的に見直す必要がある。
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(2)労働政策研究(職業情報`キャリアガイダンスツ‐ルの研究開発)

(3)成果普及等   :

●キャリアマHリックス、ガイダシスツールに関しては、民間の方がすぐれており、事業を継続させ

る必要性はない。   1        :     ´  :

●職業分類ならびに成果普及についてはコストの縮減、効率化が求められる。 :

●独法の自主性を高める̂ き。厚井者の指示で研究しているあでは発展性がない。キ|リアガ

・イダンスツールについては、地域の実態を理解している地方や、民間に任せた方がよい。

●独立行政法人の独立性がなく、厚労省の指示に基づき下請機関として存在してし`るこどが明

らかt=なった。民間の職業情報に比べて見劣りするキヤリアガイダンスのツ=ル と成果普及

は、国費を投入してまで存続する必要性は認められない。

●キャリアガイダンスは廃正。賞金は不要。写役出向については、中立性の観点から縮小′廃
止すべき6                              :

●キヤリアマトリクスはす|に 一応あ発成を見ており、公開すれば足りる。キャリアガイダンスツニ

ルにつt てヽは、本当のインフラ蔀分に絞ちて実施。良商でできるものぼ農止。  1

●労働政策研究の重要性は理解するが(本来の中立的な研究に特化すべきで、キヤリアマトリ

ックスや職業情報などは、独法の機構そ/4Tう
必要摯乏しし`。職業情報あ分野は、́基本_的ぼ

民間に任せ、国が補完すがきことがあると判断すれば、国自身(ハローワニク等を含め)が行

うべき。                 '    :             `

●民間の事業が充実してきており、機構しか担えないものは何か再検討することが不可欠。

●民間の力に任せるべき。            _  :             :

0民 間で十分対応できる(大学やシンクタンク等)。どうしてもこの独法でやる必要性は感じな

い 。

●当該事業については、職業分類のみに限定する。

響櫨厖朋:弔8⑮薯黒91尋写l趙 蹴 鎌=蛛
効果中に活か

|れ
たも

?)。勢
法は研究に特1ヒし、その着甲は国| 亨ヾ

任を持Pが■
1 .

●自分たちのかかえる医師の偏在や看護師不足を改善すべく、この独法あ研究成果が機能じ

ている様子はない:   :           '

●表彰は残してよいが、賞金を税金(運営交付金)から出す●きではない。

●厚生労働省が直接実施している研究以外は独法でなくとも民間ベースで実施がなされてい

ると考えられる。             |

●国の直轄でてきる業務につぃても本省1軍複け摯
るヽものがある(労働行政に必要なっのであ

:れ ば本省で行うべき。)。                      _
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WGの 評価結果     |      : :  :

(1)労働行政担当職員研修(労働大学校)

要資産を売却し、事

で、国カ

割
・漢

規模は縮減した上

施

<対 象事業>        :       :  :
・廃止 2名  :     ・
'国 が実施機関を競争的に決定            一

(現状維持」 名)
・ 国等が実施       '          1

(事業規模縮減 ア名、現状維持 1名) 1    ‐  |
・当該法人が実施       'i             l

(事業規模縮減′6名)  .

<見 直しを行う場合の内容>             : :
ヽ不要資産の国庫返納 7名
・,事業主体の■元化 2名              :  :

■ ガバナンスの強化 3名            ・
・その他 3名             .      :      .

.(2)労働政策研究(職業情報`キャリアガイダンスツールの研究開発)

(3)成果普及等
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事業の廃止 :



<対 象事業>
・廃止 8名

事業の実坤は各自治体/民間の判断に任する

国が実施機関を競争的に決定

(事業規模縮減1名)
: 国等が実施

(事業規模縮減 2名)
。当該法人が実施

.(事
業規模縮減 3名)

<見 直しを行う場合の内容>
・事業主体の一元化 1名
・ガバナンスの強化 2名
・その他 1名   :

とりまとめコメント

労働行政担当職員研修(労働大学校)については、結論としては、
国が実施、事業規模は縮減としたい。´

広:木な土地建物については、不要資産の売却、自庫返納に努める
こと。i

t殿蹴権Rミ朧 」賂踏湿翼ま鷲危i翻 .
1意見であるが、建物がありきで研修内容が決まっているのではないかと
いうこ|1言わ4ているの̀是 リト、効琴的な運営IF努ゅていただきた
い6 1 :     ´

   ‐
      i

労働政策研究(職業情象・キャリシガイケンスウーノしの研究開発)t
成果普み等については、:精論|しては、事業の廃=というこ|で判定した
い9様 な々意見があるが、とりわけ、民間の方が総じて優れたノウハ‐ウを
|うているという意早が多い。そういう意n/tで、■定の役割は終えたので

1蹴↓1ぁ轟花|き隻、て基ギ触えたい1二ヽ圭纏が裏ム轟る●
方で、常にこの独法の開設以来、現役出向の方が独法の中枢におり、

33                            ■

今回公募ではあるが理事について元局長の方がいる。独立性とし`うのが

どこにあるのか疑義もあるので、独立性を高めていただくように是非お願
いしたい。       ●                `

またt労働関係図書表彰について、税金を使つて賞金を出すことは
必要ない。         「              1

3名



―キンググル■プ

(事業番与)B-5

(項目名)病 院事業

(法人名)国 立病院機構

(1)診 療事業   |
●′国庫負担額をゼロにすべきである。                  |
●事務職員のラスパイレス指数97.3は職員の学歴:経歴構成を考えると、国家公務員|=比ベ
:.て明らがに言いので、2割澤度青」減すべきでぁるL医療スタッワ|ま非公務員化の達成により

待逮哉善してさらに良質の地域産療の担い手として存続することが求あられる。
● 理事長のガバナシスを強41して、旱ガ省から独立性を確保する。         '

,ブ ロック事務所と本部経費(34億円)を縮減(1/3程度)する。本部経費めための各病院から

の 3%徴収を見直すべき。非公務員1ヒ
の
表現につし`でIよ旱労省から出向している職員のガ

バヽナンスを強化し効率化する。随意契約、ファミリー企業との関係の徹底見直し。

●:非今務早化。今部経常の|1減(ィロツク事務所●廃lL、本部経肇あ削減)。地域連携を進

めるべき(病床利用率∪P)。         |               :

● リト公務員化の|リット
・デメリットを明確にしキ上、具体的な移行スキームを明らがにすべき。ま

た、地域の公的病院との統廃合など国立病院のあり芳について検討すべき。

● 本部、地域ブロックの経費の肖1減に努めるべき。その点にぉぃて事業規模を縮減。

● リト公務員化する際に:厚労省の出向者がそのまま継続することのなし`様な対応が必要。自

立病院の地域医療の中での役割をさらに明確にしていただきたしヽ。   `  =
● 間接部門の合理化・効率化はまだ余地がある。医師、ナース等の待遇改善を計る必要があ

うし労災病院・地球の公立病院との経営統合も検討すべき。

● 国立病院はどうあるべぎか。地域の医師不足問題にどう関わるか考えて欲しい。

● 本́部とプロ
ックの機能の合理化を図るべき(機能についての十分な説明はなかった)。また、

本部等に厚"省 ?役
人が必要(研修奮兼ねて)という0ミ、財務

・人事部門に受け入れると独

立が阻害される。                    ‐
・0経 費削減によヴ医療体制の充実を図るべき。

・
地域医療の中で役割分通強化すべき。 し

● 非公務員化すべし。駆益を確保しながら医療スタッフを拡充。政策コスト分析を活用して将

来の経営・財務についての見翠しを立てつつ経営を改善。特定の疾病に対する補助全だけと

し、運営費交付金を縮減。              ,°
漿は若異:こ貨1顧y塩奮[f鷲二ξ:ご1含蘇霧‖邑LζiFヤ亨すで?義

0病 床利用率 3年連続 70%切ったら病床削減,民間病院に払い下げる:

(2)労 災病院の設置運営 ,      ‐

,労 災病院だけが労栞医療をやっていぅわけではなしヽ。労災病院の使命は現在|まなし`。

●実質は通常の病院である。さらにガ/N・ナンスがきわめて低いレベルにとどまってじ、る。このこと

に徴t争 ば経常羊筆自体を民営化して、明確なガバナンスをすべ
|。じん肺等あケアについて

は目的ごとに補助を考えるべき。                   ●

:●地材医療体制っ申で、再編して機能充実すべき6    :    |

●法人のあり方年問題がある。労災め部分は非常に少なしヽのく 一般病院としてt政策医療の

部分崎
一定の積金投入といo枠組み奮?くるべきではないか。情報開示も十分でなく1-病床fll

用率も低い。法人の抜本的改革が必要。 1

●建全な経営がなされていなしl。国立病院機構等との経営統合など、国としての総合的な医
療体制を検討十人き。労求に特化する必然性もなくなうそい乙     ‐      :

●労災医
‐
療t政 策医療のひとつと考えれば、国立病院機構への統合・廃合ざ他の公的病院と

の統合も含め根本的な見直しが必要。      |   :

患菫燕∬  「|イ|す'1姜警
低下し

Fじ)IL言
える

i甲|す腎
含
t,役

割を
,警

理こてい、

●国立病院と統合する等、労災に特化せずに全国の病院ネットワークに組み込んだら良いのを

はないか。
.             1     ・

●廃止統合の効果が出れrずさらに事業規事の結減を進める。理事長のガバナンスの強化によ
り国から独立を確保する。            1‐      :

●労災病院はアスベスト疾患ヶ ンタルヘルス、過労死等め拠点であることは認める力ヽ 民間病

院でも労災認定は容易|こ行える現状から存在意義を再構築する必要がある。ガ災に特化して

経営改善が出来なければ、「労災」を冠にする意義は簿れる。これらを国民に対して正確に情

(1)診 療事業,

(法人名)労 働者健康福祉機構

(2)労 災病院の設置,運営:

:評価者のコメント



報開示することが求められる。

●労災疾病以外の二般患者が 95%を 占めている。労災病院内のネットヮークでの経営改革に

とどまらず地域医療全体の存続の観点から、他あ公立・公的病院との連携 :再編・ネットワニク

化を図るべき。         .

●債務超過の病院|よ民間委譲。              |

●事業経費の肖1減。               1

●地域連携の必要性。         .

0労 災病院間の整理統合。  .             :

●労災ならではの高コスHま改善が必要。     |          ′
´

●「労災」という特定の役割を中心的に提え、ガバナンスを改革すべき。

WGの 評価結果

ガバナンスの強化 7名

(2)労災病院の設置・運営

当該法人が実施し、事業規模は縮減

:'(1)診 療事業

当該法人が実施し、事業規模は縮減

病院のガバナンスについては抜本的見直し

本部経費縮減(ブロック事務所は廃止を含め

て検討

他の公的病院との再編等にっいても広く検討

<対 象事業>      :
・事業の実施は各自治体/民 間の半1断に任せる 1峯
・当該法人が実施 13名

| (事 業規模縮減 7名t塚林維持 5名、 拡充1名)

<昇直しを行う場合の内蓉>      : .‐
・不要資産の国庫返納 1名
・ 自己収入の拡大

´
1名  : ｀

. 特定法人との継続的な取引関係の見直し 1名

35   ‐́             :         1 ‐

病院のガバナンスについて1ま抜本的見直じ
他の公的病院との再編等についても広く検討

<対 象事業>
・廃止 1名   _
・

事業め実施は各自治体/民 間の判断に任せる 2名
・国:が実準機関を競争的に決定 1名 (事業規模 現状維持 11名)
ヽ他の法人で実施 4名 (事業規模 縮減 2名、現状維持 2名)
・当該法人が実施 :6名 (事業堺模 紳減 4名、現状維持 2名)

<見 直しを行う場合の内容>
・事業主体の―元化 2名     `
・自己収入の拡大 2名
・ガバナシスの強イを7名

とりまとめコメント              ・

国立病院機構の診療事業につし`ては、13人の評価者がt当該法人
が実施すると判定しており、これをWGの結論とさせていただく。13人の
うち7名が事業規模は縮減としているので、これを実施していただきた
い。ガバナンスの評価を見直すべきという意見も7名あり、分バナンスに
ついてさまざまな議論があらたのでそれも踏まえで改革を行つていただ
きたい。                1    .

ョト公務員化1主っしヽてもさまきまな議論があらたが1特にt非公務員
化の際にt厚労省の出向者がそのまま継続することのなしヽような対応
につし`て是非検討していただきたい。   1

見直マ永亀穀賃ずがどぷ贅fttY″    亀4打警琴十1貪?
労働者健康福祉機構の、労災病院の設置運営については、当該法



人が実施すべきという意見が6名であり、これを WGと しての結論とさせ

ていただく66名のうち4名が事業規模を縮減すべきということであり、あ
わせて結論とさせていただく。ガバナン不の強化年ついて。さまざまな意
見があり、7人が見直し。全体的に病院再編やコン'■シアムの議論が
ござぃましたのでそれも踏まえて改革をお示しいただきたいし
ガバナンスが極めて低いとぃう意見が多数あり、地材医療再編の中

で機能強化を目指すべきという意見も出ていたので、それも踏まえてい

ただきたい。                         |、

ニキンググル■

(事業番号)B-14

(項目名)審 査関連業務、安全対策

(法人名'医 薬品医療機器総合機構

(1)審査関連業務(医薬品・医療機器)

(2)安全対策業務

評価者のコメント

(1)審査関連業務(医薬品・医療機器)     _::

●厚労省からの出向煮が多い上、主要ポスHこ多数在籍している。こうした点から独法|しての

ガバナンス・責任の所在が不明確である。3年 以内に出向者をrO″にし、日立(自律)し、独

, 法め主体性を確保する。その上を″FDA″など、国際面なレベルを目標にする。 :「  ｀

●医薬品・医療機器の審査という極めて重要な任務を担うているので、独立性:中立性が必

量奮琴鰤理ヽ安i:響£安写讐4予砦〔菌fttλ響藝i(竃竃驚∬ξ馨[見鼻『ξ響
基準の定め方にっいて、厚労省は、独法の良さを出せるように工大すべきで、その点での連

携を中心にすべき。

●審査体制の改善が急務。                     .

●組織の抜本的改革が必要。現役出向の全廃を求める。審査官はPhDの資格が必要」部長

はNEJMC(N,w EnJ,nd JoUńJ of Mo山9h?)に論文掲載できる力皇ダ必要:画際恭同治

験機構の早期発足。          ■     `

.●
人員増加のみならず、審査ああり方(外国承認薬の特房J豪い等)検討すべき:医療機募、特

に「後発医療機器」の審査が高額。木債なところを改善す̂ き。
10陰

ガ省4 PMDA ρ役割を明確化:牛りゎけ、現役出高者を許面的に削減する。猿秀な人材
`を

確保できるよう、給与水準、利益相反規定を見直す。審査手数料の見直して製薬会社の

負担増)。医療機器の第■煮認
評
の見直し。         ′   :

●厚労替との役割分担、人事関係をより明確にすべし。            |  _

●人材を広く登用(製薬、医療機器)じ常に社会にコメントする、饒舌な機関であってほしい。
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●政策立案者の所在が分からなくなる厚生労働省からの出間者が、政策の結菓の評価を行う

肇能を|ち機構の重要ポ支「に多薮存在するあは、機能分担が不明瞭になるが'そなく(責

、 年の所在が分からなくなる。またt出向者が多いことはプロパニめモラルを低下させる原因とな

る。非賞与専要な仕事なので綱部にわたるガバナンスの強化のたあの方法を検討すべき。

●機構の独自性・効率性を高めるとともに体制あ充実に国が責任をもつ必要がある。

.●現行のように厚労省からの出向が多いと(特に管理職):役所的体質は変わらない。独立し
た審査機関になるべきである。           1  .  1

0今 後も医療に対し財政資金,大 量投入が予想される。PMDAの 役割t事業規模も拡大する

ため、より透明性・説明章任を高めなければならない。  |

0独 法の主体性、́独立性が不十分。職員 599人 中 120人が厚労省出向者。管理職 6人 う

| ち 2人 が厚労省出向者。ぉ役所的な風土になってし略のではないか。優秀な職員が集まりに

くい現状改善、ドラッグラグの解消のために予算や人員を集中すべき。     '

0日 本の医療水準を向上させ、更に医療市場を成長させるためには、PMDAも FDA並 以上お

水準(スピ=ド、信頼性、コスト)を確堺しなければならない。そして、そのための最も重要な方

策鮮 FDAこ競争させる中で'MDAを きたえるべきでぁる:従つて FbAへ の串請も議あるベ

、き。

●医薬品、医療機器の審査は国が責任を持って行う。医療制度そのものの抜本的見直しが必

要。    :

0ドラッグラタの問題は人、資金両方の問題。職員の部長クラス以上が厚労省の出向なら、国
に業務を戻してiまどぅか:           =

(2)安全対策業務
●審査で足りない安全対策が必要であれ!ずチェ'ク &ノラ ジ不の意味でも別沐本!ビすべきで1:

ないか。           ―                        ■

0安 全にブ鴨 争的な組織を内部から強くしてぃくのは極めて難しい。FDAt EMAと 競争させなが

らヾしばらくは政府としても全力で競争力強`ヒの支援をすヽ きである|

'歎民屁竃宣珪薦鰭趙 :頭塩曇な 機械 ミ。懺
とぅだめに厚労省から多数の職員が■向|ているとすればt独法の形をとるFとの合違性が疑

ゎれる。審章業務との連携は別の形そとることも可能,    ,
0厚労省サイドと独法サイドと「二飛性」とならないよう役割を明確にする。そうした意味でも厚労
省からの中向は'9″|,すべき。     i:                1 :

●企業との関係を見直す。公正・中立性の担保s        ,
0副 作用情報準あより迅速な提供と責任の的確イヒの徹底。1
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●独法であるにもかかわらず、厚労省出身の管理職が多しヽ。独立性を外見的にも高ある制度教
革が必要。

●現役出向者制度は廃止する:               |

●

E毒
等(事務系

)tT事
、事務

T9:ゃ
ゃ
'°

噛ノ
l一?警

術者)。組
?澤

営了ネジメン
)律

の廃 .

●厚労省との役割分担、人事関係を明確にすべし。

●様 な々事象にっぃて社会に開かれた饒きな機関であってほししヽ。
●審査の充実とともに、安全対策は非常に重要。まず、現状でできるだけの情報公開をすべき。
企業への輝度の依存を見直すべき。             |

●外部の目による徹事した評価の仕組みも強化する泌要がある。

,安 全対策1ま重要であり、ガバナンスの強化、情報公開を徹底、強イビする必要があるょ

WGの 評価結果

(1)審査関連業務(医

め、ガバナンスの

当該法人が実施し、

出向の在り

査関連業務(医薬品

(が実施し、事

方の問題を含

`医療機器)

業規模は拡充

抜本的改革=強化

:璽添賽認F踵貯笙F塚
1薇言葉稗ll然11や

・当該法人が実施  10名 (事業規模 現萩羅持 5名 _拡 尭 Ё名)

<見 直しを行う場合の内容>             :
・ 自己収入の拡大  1名               |
・ガバナンスの強イヒ 13名

.  :

・その他 1名     : Ⅲ           `    :

:   (2)安 全対策業務   :

当該法人が実施しく事業規模は拡充

ガバナンスの抜本的改革L強化



く対象事業>        :          「
・他の法人で実施 2名

:(事
業規模 現状維持 1名、1拡充

・:国等が実施 2名 (事業規模 現状維持 2名)  |
・当該法人が実施 12名 (事業規模 現状維持 5名、 拡 充

<見 直しを行う場合の内容>       ｀
・ガバナシスの強化 11名          「    ‐

とりまとめコメント            ~

医薬品
・医療機器分野ば、国民の命・安全を守る重要な分野であることを考慮

して、より良い業務を行つていただきたしく:
(審査関連業務(医薬品‐・医療機器))         i
:当wGとしては、当該法人が実施し、事業規模〔ま拡舞との結論|する。
国民から9要 請もあり、事業規模は拡充とする|ガバナンスの強化が重要であ

る。国民的な疑間あ皇されてぃる厚生労働省からの現役島向を計画的に解消

し〔独立性の担保をしらかりとしそし`■だきたし`。優秀な人材をどうやって確保して
いくのかを、真摯に議論していただきたい: :        .

また、医薬品と医療構器が薬事法の中で規制されていぅとしもことで、手数料
が全体として高額|こなるとの指摘もありt医療分野を成長戦

:略として提える中で

障碍になぅてぃなしヽか、といぅ指摘もある。1

(安全対策業務).

当WGとしては、当該法人が実施し、事業規模は拡充とあ結論とする。
ガバナンスの強化を抜本的に求めていきたい。  ヾ   i

―キンググルァフ

て事業番号〉・B二113  、

(項目名)基 盤的技術研究等|

(法人名)1医薬基盤研究所    '

(1)基盤的技術研究 :

(2)生物資源研究

(3)基礎研究推進事業
´:

(4)実用化研究支援事業    | :

くら)希少疾病用医薬品等開発振興事業

評価者のコメント ●  :  :

(1)基盤的技術研究 ′ j   :     :

(2)生物資源研究     |    :       _

●(財)ヒユ●了ンサイニンス振興財団(りS財団)と9閑体を警理|、再構築すべきL

●民間の製薬会社等と競合する分野Iょ研究から撤退し、希少疾病用医薬品研究に重点化す
べき。その上で小さな独立行政法人として研究者を抱えて行う必要性を再検討すべき。運営

費交付金によつて自ら研究している職員が他から競争的資金をとつて別の研究をする仕組

みは理解しにくい̀ そうであれば、運営費交付金を減らすべき。出資金の国庫返納。

●他法人、企業で行われて! る`研究との甲ぃを再検討し、研究所でやらなければならなしヽ
鷲究

:にさらに重点化していく必要がある。         .

,他 の研究機関と統合するか、民間に実涯の判断を任せることができるし|の独法が実施する

必要性は認められない。HS財団との関係も遠やかに解消すべき。         .

●HS財団への生物資源の提供は直ちに内製化するか、HS財団のこの事業の売上と利益を図

1名)

7名)
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り、適切な利益を上げるべき。基盤的技術研究については、市場原理が働かない希ひ疾病

: 用に特イ“すべき。IS財 団の役割ぶ不明醸であり、資金の流れを整理すべき。

●りS財 団を通さない形で生物資源研究を行う。基盤的技術研究についてHS財 由との統合を

進める。研究所から財ロベ渡ぅ資金もあれ!ま財団ぶら研究所へ渡る資金もある状況は解消

すべきである。                                   |

●何のための研究所か力法くわからない6自前の研究予算は約 30億 円、フシンディングが 8́0

億円:関係すち公蓋法人との関係が不透明で:研究者がいなしヽ財由に「橋わたし」のため:L
・13億 甲を出し、また、この当該財面からあ資金を得て研究を行ってもヽることもわかりもらい構

造1在っている。自己収入が砲割、国費が7ヽ割、本来もらと自己収入がある̂ きではなぃか。

●新たな研究開発法人制度のもとで研究のあり芳を含めて抜本的に見直す:HS財団とあ最引

〔lt抜本的早見直す:                             i

:●HS財能 の重複が多いd HS財団への科研費交付を廃止すべき。「橋渡し」支援の意義が不:

明。民間で可能であり、国費を使うべきではない̀ 民間企業の参入が少ないと思われる希少
疾病用医薬品研究を除き、できるだけ早く廃止。

|     :

OHS財 団とこの独法は、どちらが独法なのかがわからない。Hs財 団からこの独法が競争的資

金を受けている関係はおかしい。

●「橋渡し」機能としてはあまりにも分野が広い。機能を絞り、効果判定を明確にすべき̀

●基盤研桑 はぃぇ、製葉産業全体あ需場窺模から負そ小基すぎな。もし本当に高薬|こ経ぴぅ

くのであれば、製薬会社から外部資金を導入すべきである。意義を認めるのは難しい。

●独法自らの研究については、そのr創薬の共通基盤の整備」のスケ='レとめ比較で成果が上

がるとは考えづらい:橋渡し支援としてはFAにウェイトをシフトすべき。

●ζも子も製薬業界に越えられない死の谷があるのがが疑わしい。ワクチンなど例外的に死の谷
があるの.であれば、それに限つてコンツ‐シアムに補助を出世ばよい。 |

●́国費から研究資金の環(灌)流が生じているようで、生じている事象の理解すら不能な状況に`

あり、抜本的なガバナンスの強4Lが必要:   :   :           : '

0(準)日立健率
:栄養研究所との統合に?いては、異質な法人で|ソ統合体好ましくなく、2′

:年度中の廃止が相当。民間、本学健康学部 :栄養学部に全面的に委託すべきである。

8言顎婁鷹普醤翼香曇畠1裏藁讐皇111 1
●HS財団との関係を整理し、事業を再構築すべき。            ,

1                     -

39          1       ,       ‐

●大学向けは科研その他と統合すべき。製薬会社向けは不要。希少疾病等は国が責任をもっ

て実施すべき。預金等|=返納すべき。

●厚労省の出向者がマッチシグしてしヽぅのなら、国に戻した方がよい。

●甲が外部評価委旱会の下で決定。本独法における基礎研究推進事業は速やかに廃止すべ

きも

●研究資金を配分すoため|こ独立行政法人の形をとる必要は乏しし)のではないか。希少疾病に

,特化することを含め:本省の政策として配分すべき:独立行政法人を関与きせることによつて

効率性が上がるとは思ゎれない。                :     ‐

●政府出資金の返納。  '          ｀
         ´

●ファンデイングについても政策的に希少疾病に特化すべきたが、厚労省の指定で自動的に助
成全が交付されるのであればtこの独法が行う合理性はない。      , ・

Oi筑波の総務部・研究部は、大阪に統合すべきである:阪本の附慮を考えるべきそある。'シ ョ

ナルセンタTとの一体的運営を進めるべきである。職員 82名 は小規模すぎる。

CD分野を限定し、科研姜鵜助事業とすべき。    ´           ‐

0厚 労省現役出向者が閑与してぃることゃ::独法が自ら実施すべき必要性の説明がなし`ことが

ら、国が実施すればよいと思われる。     ′
      ・

     ´   :

●本省からの出向者が3本いる。この3人を含んだ6人がファンディング先を沐める評価者 100

人を選定し理事長が決めている。この独法は独立性が薄い。薪たな研究開発法人でやること

も含めて組織形態全体を見直す。̀     1     .

●基礎研究推進事業は廃止。希少疾病用医薬品等開発にのみ特化。 i

●厚生労働者からの独三性を高あるべきそある。境役出向、天下りを返しガノ`ナン支を強イヒす

る。出向者が返せないのであれば独法としてのあり方を考え直す。    1

07ア シデイイ 機能|こついては、新たな研究開発法人制度のもとであり方を抜本的IF見直す。
.不

要資産を国庫に返納。                .      :

●希少疾病用研究開発支援が公萌正大な過程で行われるようガバチンスを強化していただき

たい。

(4)実用化研究支援事業 :|         ‐   :

●スキー
4としてすでに機能していなし)ので、直ちに廃■し、必要とあれば新たなスキ■ムを検

討する,  、      1       ´     ' [ ・ 1

0直ちに廃止する。                   1



●省内仕分けが甘い,直ちに廃上すべき。    ‐

●即時損朱計上すべきではないか。    1'     .

●運営費交付金で運営することにし、有価証券など余剰金を返納する。できるだ!ナ速やヵヽこ廃

止する。            :                      :

●政府出資金の早期返納:   |

●国も独法も実施すべき咎然性が認められなt)。可能な曝り回収し、速やかに独法の事業とし

ては廃止すべき。                    |  :

●54億 円の繰越欠損金。売上実績ゼロ。新規事業の募集停止し,れヽ る。こうしたことから廃止

すべき。

●基体あ戦Ⅲ まヽう書り説明できてし`ない。        1

●ベンチャー支援は各省庁に点在しているものをまとあてはどうか̀ ベンチャT支援の仕組みが
しもかりしていない。          1 '    ｀

     ｀

●ベンチャー支援の枠組みiよ、厚労省の他の部署や、他省に,あり、この独法で行う必要性は

乏しい。早急に事業を廃止すべき。                   |

01RR(内部収益率)さえ説明できなし`収益配分付委託は理解で暮ない。ぃったん追場りをし

て、成果の上がる仕組みを構築できた,再 度デ業として事業章を請求すべき,     1

●可能な限り速やかに廃止すべき。          |     :

,新 ■にこの事業を設けて率援を行う必要性に乏しぃ。支援対象の選定の基準が不透明では

ないか。             1              :

●速やかに廃止することが必要。         1           .

●厚生労働省
の「改革案」について、余剰資産などの売却11.8億 円は不十分。統合予定の

(独)国立健康・来養研究所(国立感染症研究所の柏など、の移転)により跡地売却 5o億

円以上、不要資産売却すべきである。   ′      ‐        l .

llVCの評価結果|     l  i:   :

(1)基盤的技術研究

(2)生物資源研究
‐

(3)基礎研究推進事業

(5)希少疾病用医薬品等開発振興事業

該独法が実施する必要性等を再整理した

国等が実施し、事業規模は現状維持

当該法人と厚労省t特 定法人との関係、科

研費等との.関係k製 薬会社向け支援や当

上で、、ガバナンスの強化、事業主体の二元

40

当該法人と厚労
‐
省t特定法人との関係等を

再整理した上で、ヽガバナンスの強化、事業

の重点化:事業:主体の∵元化という視点‐で

見直し ■   1   1

<対 象事業>
・・廃止 5名  |   ・

1   .  _

・事業の実施は各自治体/民 間の判断に任せる 1名
・当該法人が実施 10名  ― |

(事業規模 縮減 ブ名こ現状維持 3名 )

く見直しを行う場合の内容>       ・
・不要資産の国庫返納 1名
・事業主体あ一元化 6名

l特 定法人との継続的な取引関係の見直し 7名 |
・ガバナンスの強化 6名

事業規模は縮減
化という視点で見直し



<対 象事業>
・廃止  2名          |   ,
・他の法人で実施 1名   ´

｀
   ■

(事業規模 縮減 1名 )
・国等が実施 8名

(事業規模 縮減 4名 、現状維持 4名 )
・当該法人が実施 5名       :  ^

(事業規模 縮減t3名 現ヾ状維持 2名)

く見直しを行う場合の内容>      ・
・不要資産の国庫返納 3名
・事業主体のァ元化 3名     :   ´
・特定法人との継続的な取引関係の見直し 1名
・ガバナンスの強化 5名 :
。その他 1名   '     ヽ

(4)実用化研究支援事業

なあり方が浮き彫りになったふとりわけ厚労省のリーダージップ、厚労省としての考え
方が見えない。国としてどうするのか、きっちり議論を再構築していただきたい。

基盤的技術研究、生物資源研究につぃては、当該法人が実施が10名で、うち
7名が事業規模の縮減であうなことが店ヽ 結論としてはt事業規模を縮減して、当
該法人が実施することとしたしヽ。       「
:見

耳しに関すo意見として多く出されたのが、何と言つても特定法人と当該独法
の関係の見直しである。(財)ヒュ■マンサイエンス振興財団(HS財団)との関係を
整理して事業を再構築すべきだとの意見が多く出されて」)る。

それがら事業主体あ―元化、ガ/N・ナンスの強イしを求める評価者がそれぞれ6
名であ?た:小さな独法として、研究者を抱えて事業を行う必要性にういて、再度
検討して1ましい。また、希少疾病用医薬品等開発振興事業に重点化すべきでは
ないか、という意見も出されているので、これも含あて議論願いたい。

この独法で研究を続けてしヽくのがいぎのが、新たな組織を再構築してしヽくことが
ら、さわしいのではないかとの意見もあるので、事業主体の一元化という視点での見
直しもお願いするb     i.      1   ‐

基碑研究推進事業、希少本病用医薬品等開発振興事業については、8名が
国等が実施すべきとの評価であったが、ぅち事業規模:こっいて縮減と現状規模が
そ～ぞれ4名ずつきあつたし結論として:よ、国等が実施し、撃業規模|ま現状維持と
したい:   i                i          :

ただし)ガバナンスの強イ1奮求めFいる評価者が5名おり、日S財団との関係を整
理すべきとの意見が多数出さ布ている:大学向けファンディングについては、科研

曇又鑽竃締/轟 剰卓ζ]
を実施する合理性はないのではなぃか、との意見も出されているので:こうしたこと

考含めてガバナンスあ強化、事業主体の一元化も検討願いたい:さらに、不 要資

産(開発振興勘定全体で計25億円)につしヽてlよ、できるたけ国庫に返納すること
を求める。 :     l                   i

l実用イL研究菜援事業|三
Pいでい 事ヽ業9廃 止が14名であらたことから、結論と

しては、事業の廃止としたい。不要資産の国庫返納を5名の評価者が求めている

事業の廃
‐止

(不要資産について1ま速やかに国庫返納)
<対 象事業>
・廃止 14名
:・

事業あ実施は各自治体/民 1間の判断に任せる 1名
。当該法人が実施 1名

(事業規模縮減1名2      ●

<見 直しを行う場合の内容>|       |
・不要資産の国庫返納 5名
・ガバナンスの強化 2名        l ・

とりまとめコメント      1  ‐

41

全体の議論を通してt厚労省と当該独法との関係が非常に不明確で、二元的



ので、できるだけ速やかに廃止しt国庫に返納できるものは国庫への返納をお願い

oた| 9ヽ今oょっ奮スキ■ムは速やかに廃■すべきだが'必要で|れば新しし`スキームを再検討していただきたい。

42



厚生労働省所管特別民間法人等の改革原案について

○ 厚生労働省においては、省内事業仕分け室を設置し、厚生労働省が自ら改革を実施するため、恒常的な事業として、所管の特月1民間法人等

の事業などの在り方にういて、公開の場で、外部の民間有識者による省内事業仕分けを実施6(平成22年4月～5月)

○ その結果や行政椰1新会議Wcの 仕分け結果をもとに、法人運営の効率化等の実現を図る改革案を今般、決定。         ●

○ 本資料は(各法人の改革案を一覧できるよう、ヒト,モノ・カネの観点でとりまとめたものであり、今後、予算編成過程で吏なる肖1減に努力する。
来 なお、端数処理により計数が一致しない場合がある.。. :            l    i                   、

*削 減額・削減幅は、原則、平成22年度と平成,3年度との差額による。【 】 は、政権交代後の実績。純減幅とは、国からの財政支出そのものの肖1減幅をいう。

削減幅(法人あて)

削減数 削減幅

A 5 2 5 A " 災 」L …
_ _ _ _ 1 1 … ……二……… …………_ _ ― ―――――・――・_ _ _

…難員曇 11人生 ………"螢 彎 __三_■
1※H23年度に▲125人(職員)

当1筆磯らζ彙怪鴨傑T冒題甦桑選琴ヽ「サ.ビスお向上と業
務効率イじのためあ新たな計画(新計画)」:二、管理部門を含
めて年度ごとの削減数など具体的な削減計画を確り込み、
更なる上積みを目指す方針   .

殷誦姜IT:″
20悩

躍ぷ寧亀 7(H22)→定年後解消

害 防

人

4人)

職員:392人

職員:282人
H23)

肖1減額

新計画 に空
戸宿 舎の処

分 及び 自前

宿 舎 か ら借
上宿舎へ の

移行計画を
盛り込む。

予算額

12メし1191.6

億円(H21)
↓
11リヒ862418

億円(H22)

うち国からの

財政支出

394.2億円(H21)

↓
2,7億円(H22)

↓本0.2億円
2.5億円(H23)

今回の

仕分け

政権
.交

代後
(H21→H23)

今回の

仕分け

▲36.9

%

(▲1 3 . 5

億円)

政権

交代後
(H21→H23)

▲50`2%

(4197.8
1億由)

※高齢者医療

運営円滑化等
事 業

:( 1 8 9 . 8 1

億円)の厚労
省への移管等。

▲52 . 9 %

(▲2 6 . 1

億円)

※他法人で実
施(1300万円)

社会保険診療報
酬支払基金

ヽ
１

１

ノ

〆
ト
ー
ド
ヽ

▲6.9%

(▲0.2億

円)

A36.90/o   ▲ 53.10/o

(▲13.5億  (▲ 26.2
円)  億 円)

A69.90/o   ▲ 7814%

(▲5.1億  (▲ 8.0億

円)   円 )

嚇環

中‐
劇

ｒ
ｈ
ｒ
ｔ

建
防

′
ト

ト

に

螂協会．̈̈
虫
口
　
　
　
　

‐

・

―

災

　

　

・
人

剛^
本　義役員‥２．

段
コ

ィ
喘

霧雌
艤離

113.3億円
(H21)

↓
98.3億円

(H22)

49.3億円(H21)

↓
36.6億円(H22)

↓▲13.5億円
23.1億円(H23)

国家公務員
OBへ の対応

‐役員:2/2人中(H21)→2/2(H22)→民間から登用
'

職員:43/285人中(H21)→41/2な2(H22)→安全管理士等専門職を除き定生後盤蛸

52.4億円
(H21)

↓ ‐
4911億円

(H22)

10.2億円(H21)

↓ . li
フ.3億円(百22)
↓ ハ5:1億円
2.2億円(※)
※補助金2:2億円
は3年を目途に段
階的に廃止'.

役員:4/5人中(H21)う4/4(H22)→次期改選時(平成23年5月)に

職員:15/397人中(H21)●14/392(自22)
→安全管理士等専門職を除き定年後解消

国家公務員
OBへ の対応

同左



肖1減数       削 減幅   ヽ

▲2人    ‐~蘭
質訂rf天

~1~7,5‐ ~~~「 す‐~~~,~

I【菱夏動便夏IIXIII口憂霧夏IIIIIIIIII
※更なる削減に向けて精
査

※基金事業本部の廃止  3部 13課→0

ホ 平成21年度から22年度にか
けて、基金事業以外において44
名肖1減(削減幅32%)

国家公務員 1 役 員:5/7人中(H21)→1/4(H22)→次期改選時(23年6月)に公募
OB全 の対応 1   職 員it/172人中(H21)→1/174(H22)→定年後解消

▲17人    ｀

_1役員全1人____L_02■ _1__…1二_■__:p_
_`職員410人__1…._21,Z輌閣薄豊償湖野2_12¨
※職員の削減は、平成
2 5年度を目途に実施。

削減額

▲0.2億円
※賃借料のよ
り安価な事
務所への移
転

予算額

42億円

(H21)

↓
32億円

(H22)

うち国からの

財政支出

27億円(H21)
(うち補助金75億円)

↓   ‐
15億円 (H2 2 )
(うち補助金52億円)

↓▲3,54 7万円

補助金4.9億円
(H23)

6 . 6億円(H2 1 )

↓
3. 7億円 (H2 2 )

↓ ▲118億円
1.9億円(H2 3 )

削減幅(法人あて)

政権
交代後
(H21→R23)

今回の

仕分け
の
け

回

分

今

仕

政権

交代後
(H21→H23)

発
　
ヽ
１
１
リ

綱　」員‥４人＞颯

蝶
〈
不

鮨
帥

職員‥

中
協
ｒ
ト
ー
ｔ

ヽ
―
＝
―
ノ

企

ｒヽ
ｈ
Ｆ
し

ヽ
―
―
＝
ノ

〆
ト
ー
ト
ヽ

▲6.8%   ▲ 34.80/o

(▲o . 3 5  (▲ 2 . 6億

億円)  円 )

▲48.60/o  ▲71120/o

(▲1.8 (▲ 4,7億

億円)  円 )

同 左

同 左

同 左

全国健康保険協会
▲10%(常勤・契約職            、
員合計で490人程度)

(常勤・契約職員  4909→ 4419程度
」_二__▲ 490人程度二_騎 業務創壺“り嘘自1励__
※平成26年度まで

国家公務員 1役員:3/8人中(H21)→3/9(H22)→次期改選時(23年10月)に公募
oBへ の対応 1     職 員:0/2100人中(H21)う0/2145(H22)

京 都 年金 基
金センターは

福祉施設とし
ては廃止。建
物についても
年 金 運 用資
産として活用
し、その収益

を年金積立金
に充当する方
向で速やかに
検討。

▲約 0.2億円
1  拠

92.4億円

(H21)

↓
88.0億円
|  (H22)

〈法定給付等〉  〈 法定給付等〉
80,408億円 {H2■ lQ672億 円(H2■
↓        ↓
8q8″億円 {H2η  ll● 08億円(H2a

医療費の適  ▲ o.3%

言[i[[  解リテ
により医療
費の伸びを
押える。       :

〈健診、事務費等) く 使診、事務費等)
1,227億円{H211  218億 円{H21)
↓        ↓
1,297億円{H22) ■ 54億円{H221

恣霙ば雛
円 +α)

平成23年度
以降分を含む

Alo49ノ に
(※全国健康保険協会における契約職員を含む。)

▲23.2億円
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特別民間法人社会保険診療報酬支払基金の改革案について
○平成22年度前半を目途に、平成23～27年度を対象期間とする「サ‐ビスの向上と業務効率化のための

新たな計画」(☆「新計画」)を策定する方針。

1.ヒト(組織のスリム化) <平 成23年度>

平成23年度に ■ 962人―

平成24γ27年度
少なくとも 4,662人以下

≪削減数≫

〔鍛 皇:勉I理鸞裏ξ督凩浩琴襲黒FIT甲
な
iif竺1里1:二11.:三==認 翼里

r ― 暉 7 ~ ~ ~ ~ 甲 口 ~ ~ =ロ

平成21年度 平成22年度 削減数

役員 4/20A 「ロ 4/20ノkE押

職員 9/5,256人中 8/5,087人中 Al

・平成23年度 ▲123人 ~
・平成24ん27年度

・

少なくとも ▲400人以上

・役員:平成22年3・9月の改
選時に公募(理事、監壷)
・職 員 (8人 ):定 年 後 解 ,

2:モノ(余剰資産などの売却) ≪売却見込額≫

:☆「新計画」に具体的な肖」減
計画を盛り込む。

3. カネ(国からの財政支:出の肖1減)

<平 成21年度>  <平 成22年度>

o912億1A3釧L層計・子写甲

≪削減額≫

.24年度レセ電算調剤分析デすタ

<平 成23年度>
「調lll分析デニタ経費を約
700万円削減
三社会医療診療行為別調査委
託費を約1400万円削減。‐



事務・事業の改革′

審査の充実(審査の質の向上)

システムチエックの拡充(傷病名と医薬品ざ診療行為等の適応等とのチエック等)

琴含‐1誓覧審査?実千[?テ:厖蒟塚習 扇             )] |
支部間差異の解消(統計的デ■夕を活用した実績の評価等)→国民へめ審査の信頼性の向上|

「21年1 湿差異サンプル調査(福岡/山 口/千 葉)Jを分析(22年度前半

2手 数料の引下げ(保険者の財政負担の軽減)  i

O新 計画に平成23年●27年度までの手数料削減自標を盛り込む。     ■     ~
〇 積立金の取崩し     ｀    1     1  1    :
:「施設及|び設備準備積立金の積立の凍結

: ビ平成24年度まで1手別途樟立全(40年度末169億円)の全額の取崩し        '
′○ |システムの見直し.        1       ■    l    :

・平成24年 度を目途に機器更新
:外 部機関によるシステム監査を実施             ´  :    _

0人 1件費の見直し ― :
・厚生労働省として、国民の理解が得られる適正な給与水準として、最終的にラスパイレ
ス指数を100となるよう要請6      :弓

1喜+|チ|三高け|た臭裏芳臭を晨討61:r引 き下げ要請を受けて、支払基金としてく

○

〇
一
〇

〇



【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について(支払基金)

主な指摘事項
l改

革案の更なる見直し内容

1:手数料額が妥当なのか議論すべき。

・手数料が妥当なのかどうかきちつと議論すべき。 |´
・点検コストが上がれば手数料も上がる。コスト削減努力をし
なければ自動的にお金が入ってくる。何らかの歯止めをかけ
る仕組みを考えていきたい`(大臣)

1聾勇Ъ彎努帝げ理珈諄毅鼈房:鯵
など、いろいろな方法を取り入れること:(中山仕分け人)｀
饉業務効率化のためのシステム投資をゼロベTスで再度検討 1

すべき。(大久保仕分け人)
・業務効率化、コスト肖1減等、改革案の効果の説明責任を果た
すべき。(大久保仕分け人)_       ■    .
8電子レセプト等によるIT化により、事務の効率化とスリム化を
達成し、同時に査定率と連動して手数料を下げるべき。(日野
仕分け人) ｀

             :

・査定嶺とコストのランバランスから見てレセプトすべてを審査
しているのは不合理。(日野仕分け人)    |
日高い点数・判定の難しいレセプトを審査すればよい。低コスト
レセプトはオンライン化でより

'手
数料を引下げ11件当たり70円

程度とすべき。(白野仕分け人)           .

1.業 務効率化のための新たな計画を策定

2.保険局「審査支払機関の在り方に関する検
討会」において検討

在り方|
し、②競
促進を
し、22

T巡 させ

く仕分け前の改革案>::<仕 分け後の改革案>

ヽ
「
―
「
ノ

”
務取割め‐の新

・
を

た

だ
ト
ト
ト
ヽ

欄
争
翻
軸
缶

却
珊
浄
勁施。

師印教公ヽ開‐縮獅

酬卸陽催、公‐蹴一囃

鞘嗣聯脂翻臓

識．酬韓螂靭割
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ピ

最
妬
硼
睦
ば
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疇］中̈
田警

肺”醐卿螂姜

保
「
蒲
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開
脚鎖
月年‐肺
時

瑚棚一促進、‐出詢硼

螂・脚岬一螂嚇脚

1.1基金において新た
な計画を策定

1.基 金において新た

な計画を策定
‐

‐
2・厚生労働省保険局

の審査支払機関の検
討会おいても検討、



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

2.地域聞格差が余りにもありすぎる。そ
の理由を調査すべき     - 1

棚 認 塁棚
観

棚 湛 鷲
野仕分け人)      :   ,|   | :
・レセプトのオンライン化を推進、審査委員会を20支音Fに縮小

し情報の共有を図り、査定率の地域差異を解消する対策を緊
急に実施すべき。(自野仕分け本)     |

コ:支部間差1異の解消

2「支部間差異のサンプル調査を分析し、原
因1対策を検討         ‐

3.基金の分析結果については厚生労働省保
険局「検討会」において公開で検証

ヽ
―
「
―
ノ

の
取・枷曲鰤

ｒ

ｌ

ｌ

ｔ

ヽ
１
１
１
ノ

分

０

査

析

審

分

月

をた２．年９相
し

口
′

ｒ
ト
ｌ
ｔ

吟1.支部間差異の解消

1.支部間差異の解消
2.サンプル調査を分析t

原因・対策を検討

3.基 金の分析結果を厚

生労働省保険局「検討
会」で公開で検証
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主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

3.国家公務員OBが役員に4人いる6こ
れは、8～9月の改選時期に公募する。|

,国家公務員OBが 役員に4人いる。これは、8～9月の改選次
期に公募する:(大臣)
・常勤役員の国家公務員出身者比率が高すぎる。(日野仕分
け人)   .           .    :

1.役 員の公募

<仕 分け前の改革案>

1.役 員の公募

1.役員の公募
→監事の公募を要請l i

2.国家公務員OBの職員は
1定年後解消

:猥群観鍵ず9管7警すヤ|

1鼎蹴鸞ガ馨雌群rl「,■

1、人件費の見直し

〆
ｒ
踊
」
ｒ
Ｐ
日
ヽ
噸

働省‐難
縁
慨
劇
蔽

慣
．遷
鶏
審
擦
紗

副
刷

・
κ
斑

∝
倒

一私

。
＜‘

悧
シ
　
蛤

鴻

バ
　

Ｌ

＞れ

レ

一
Ю
　
蘭

鎚
指
　
贈
　
籍

ヽ

‐
―
司
―
ノ

．■
を

一
ず

・厚
縦
‐０‐
矧
鰤

れ
剛
燿
議
訪
韓

■
ュ

‐請。
骨
経
一

熙

‐終‐
　
．技
討
。

あ

「

　

て
　

鋼

略
烈

　

鴻
　
準

鉦
数
　
罫
　
＞

０
け

親

岬

|⇒ →要請を受けて基金としての

1 実 現方策を検討



主な指摘事項 改革案の:更なる見直し内、容l

5:審査支払機関の在り方を検討す|べき

「将来的(3～5年後)には、.民間の審査支IA機関に当該業務
を譲渡または委託しt法人の廃上を考えるべき。(中山仕分け
人)    ・  :              、
口競争導入原理が働く体制を整備すべき。競争環境1手おいて
自助努力ができるような体制づくりと審判機能を分けて議論す
べき:(大久保仕分け人)     |
・一部の業務を民間に委ねることも可能。(河北仕分け人)
日保険者による直接審査を拡充し基金の関与を削減すべき。
(日野仕分け人)                i:
口改革実施が履行されたか平成25年度までの達成率を勘案し、

柔通な黍雪載震塞i惜笛輩薦トン3'警
鮮督稗'に言語

する

1.保険局「審査支払機関の在り方に関‐

する検討会」において検討

<仕分け菫の改革案>  <仕 分旦後の改革案ン

嚇
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1.保 険局「審査支払



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

6.厚 生 労 働 省 の 政策 として 対 応 す べ き

'標準化を含めて、IT化を進めることが必要。(河北仕分け人)
・日常的に情報が収集できる組織が、政策提案できる:そこに
集まる統計が公開され、いるんな人が参加し、政策提案できる
ようになつてはじしヽ。(河北仕分け人) ,    一  .
,点数表の電子化を国家として進ゅ了ほしぃ。      .

1.レセプト電子化の推進

〔釉冠言「叩T砕厠ξ
2:レセプトデータの活用

く仕分け前の改革案>  く 仕分け後の改革案>

1.レセプト電子化の
饉    :

2.レセプトデニタの活
 ́星

ヽ

１

１

ジ

⇒
―

|



社会保険診療報酬支払基金の概要

≪基礎
'デ‐夕≫ 【22年度】i【(参考)21年度】 ≪組織体制≫

役員 20人

うち|‐‐ .  :.

:国家公務員出身者
:4人 .4人

うち |  |

現役出向者

職員 5,087人

うち |■ |   _
国家公務員出身者 8人 9人

うち ‐

現役出向者 5人 5人

予算 118,624.9億円
うち|

国からの財政支出 219億円 394.2億円

(全体)

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値こうち国家公務員出

身者 ・現役出向者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在、うち国からの財政支出
についてはそれぞれの年度の数値

(金額単位:億円)≪主な事務・事業≫

〔嘗鋳轟雹魯〕

うち管理部門
‐

3部1室10課(98人)
10部6室37課

(396人)

うち管理部門
11部も2課 (474人)

42部 291課

(4′691人 )

三
者

構

成

醐
　
　
謝
離
輔

四
者
構
成

理

最
　
保

被

診

公

一ｒｌヽ
　′‥ヽ
　　　　　　口　　　■　　　Ｌ　　　ロ

事‐務1事業 予算
うち国から
の財政支出

療養の給付等に係る審査支払業務 漕三)846:7 0.5

高齢者‐医療制度円滑導入
.臨1時特例交

付金   | ‐  ・ |■ ||‐ ‐
278,9

後期高齢者医療制度関係1業務 54′707.1

前期高齢者1医療tll度1関係業務 31′488.8

介護保険tll度関係業務 23,981.1: 2.3

その他(退職者医療争1度関係業務1等) 7′322.3

注)診療報酬等の取扱金額:94,203.9億円(平成21o年度)

部支

【審査委員会】
一　
　
　
四
者
構
成

一

表

表
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9

中央労働災害防止協会の改革案について

2:モ ノ(余剰資産などの売却)

〔余剰資産はない〕

カネ(国からの財政支出の削減)
≪削減額≫

少なくとも▲上:5億円0▲10億円

<平 成21年度>

49.3億 :円

<電
蟹電稽属ン亡三〉

,補助金の抜本的な見直し(人件費中心→中小企業対策事業費)
・委託事業の廃上等徹底的な見直じ(平成22年度に中災防に委託する11事業のうち5事業
(行政刷新会議の事業仕分けで対象となうた労働者の健康づくり対策支援事業及びあんぜ

※ 上記のほか、=者 応札を解消するた
,めの一般競争入札の拡大を実施。

澄 を平成23年 度

1.ヒト(組織のスリム化)

<平 成21年度>

常勤役員の肖1減 5人

○ 職員の削減

○

<平 成22年度> <平 成23年度>

3人
′

397人

‐
I織貫:⑮聾仄覇]11[量:吻輪弔稽ギ響ギ

387人

〕:
≦含後m___‐

:

L _ _二 _ _“ _“ _ "― ニ ニ ーニ_百 __ _“ ‐“― …ニ

≪削減数

議書1皇基L』墨菫『菫ま曇塾1_
(▲3人を先行  直 しに見合
実施)   う 職員を削減

平成21年度 平成22年度 削減数

常勤役員 4/5人中 4/4人中 0

職   員 15/397人中 14/392人中 Al

理事長

次益誕錦襲間:、ら積
嬰璧鍵轟靱

日員

員

役

職



4.事 務・事業の改革

1‐委託事業の廃止―     :     ■   1   :  |
“

■  ■
0な お、これらを含む以下の事業を廃止: |
口派遣労働者に係る安全衛生管理の実施支援事業            , :
「安全衛生情報センタ‐運営事業‐                   ■
,労働者の健康の保持増進事業 1  . (島

晟期間は3年であるため、24凛L基発全に廃止),小規模事業場等団体安全衛生活動援助事業
:快適職場形成促進事業   :      「
・過重労働による健康障害防上のための自主的取組事業

センター

'国立健康:栄養研究所との統合を予定)へ移管 甲国目

3 運`営管理の更なる効率化 1 1          1   i  ‐

○ 総合的人事方針の策定等          :

(1)職員の能力を一層向上させるための人材育成制度を見直し。(平成22年度実施予定。)       |

(2)補助金・委託費の削減に対応し、総額人件費の適正化を実施。(平成23年度実施予定。)"

0ニ ニズを踏まえた事業の選択と集中             |      ■
人員配置 委 訴事業部門から自主事業部Fヨ今の人員配置の見直し   :

O事 業収支率の改善(自前収入の増加と支出削減)を意識した予算編成   二  ‐

,○ 業績評価の実施、‐監査法人による外部監査の実施 f      ■        ′

:  こ れまでの業務実績の評価に加え、外書3有識著そ構成された評価委員会(仮新)を新たに立ち上げ、事業の効
I l l l : : 】: l l : l l l l t



【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について(中央労働災害防止協会)

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

11国費を投入する以上、中災防の活動
の効果について検証を行うべき。・

活動効果の検証の実施

(1)現在、中災防では公労使三者構成の参与会議において、
毎年度業務実績の評価を実施しているぎ      :

(2)参与会議における業務実績の評価は、主要な業務毎に、
事業計画で定めた件数(教育研修であれば受講者数t技術
サービスであれば安全診断や測定件数等)といつたアウトプッ
トを中心として評価を実施している。

(3)今後はt中災防に国からの補助金「委託費が投入されて
いることを踏まえ、外部有識者で構成された評価委員会(仮|
称)を新たに立ち上げることとする。これまでの業務実績の評
価に加え、この評価委員会(仮称)1手おいてはt事業の効果と
して、具体的に労働災害がどの程度減少したのか等のアウト
カムについて評価を実施することとする。

く仕分け前の改革案〉 〈仕分け後の改革案〉

〈参与会議)

・研修の受講者数
1診断、滉1定件数
。大会の出席者数 等

ム
７

〈評価委員会(仮称)の設置〉
事業の効果として具体的に



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

2委 託事業の委託先、金額を見直すべき。
バイォアッセイ研究センタ■については、

中災防でやるべきかt独立行政法人労働
安全衛生総合研究所に委託可能かを検討
すべき61 1

〇平成22年度限りで廃上する委託事業を
見直し(具体化)。し卜の削減数を明記する
とともに、カネについて■層の削減を実施。

く仕分け前の改革案〉 〈仕分け後の改革案〉

ヒト〈削減数〉:

職員 委託事業見直し
に́見合う職員を削減

ヒト(肖1減数〉‐ ‐
職員 少なくとも▲5人

(▲3人を先行実施)中

ゆ
.カ

ネく削減額〉
少なくとも▲10億円

(廃止する事業).
・派遣労働者に係る安全衛生管理の実施支援事業(▲0.2億 円)
1安全衛生情報センター運営事業(▲3.5億 円)      」
・労働者の健康の保持増進事業(▲4.ら億円'
・小規模事業場等団体安全衛生活動援助事業(▲2.1億円)(助
成期間は3年であるため、24年度で完全に廃上)     i
・快適職場形成促進事業(▲0.6億円)    .
:過重労働による健康障害防止のための自主的取組事業(▲1.
2億円)  `    1   、 :     ‐
※行政扁1新会議の事業仕分けで対象となった労働者の健康づく   ‐

り対策支援事業及びあんぜんミユージアムの運営等の安全衛
生情報提供・相談等の事業の廃止を含む。        _  ヽ

○日本バイオアッヤイ研究センタT関 係の
委託事業(9:5億円)についてはt(独)労
働安全衛生総合研究所((独)医薬基盤

カネ〈削減額〉
少なくとも▲12.9億 円

12



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

研究所及び(独)国立健康口栄養研究所との
統合を予定)へ移管。  _
(日本バイオアツセイ研究センタ=関 係の委託事業)    :
日化学物質の長期吸八試験等事業          '
ロナノマテリアルの吸入ばく露試験事業  1

3.補助金の不適正使用があるなど透明
性に疑間があるのでtガバナンスの充実
及びコンプライアンスの徹底が必要。 ‐

○平成1:フ年9月の東京国税局の税務調
査結果を踏まえ、中災防については以下
の改善措置等を講じている。   t
(1')理事長以下関係者の処分
(2)経理規程の見直し :   ■    :
(3)関係者の責任を明確化するための文書管
理規程(専決等)の見直し
(4)経理規程、文書管理規程の見直し内容等
の全職員への研修 |      :
(5)|ンプライアンス室の設置 `.
O今 後とも、上記の改善措置が機能する.

ようにするとともに、監査法人、監事による
監査を通して法人運営の透明性を確保し、
ガバナンスt.コンプライアシスの一層の向
上に努めていくぎ  ―  _  |  :

13



申央労働災害防止協会の概要

≪基礎データ≫ ≪組織体制≫
【22年度】

｀
【(参考)21年度】

る
合

め
割

古
り燎酬

法
管

役

員
常勤4人|

非常勤lo5人

うち
国家公務員出身者

常勤4人
非常勤22人

常勤4人

非常勤22人

うち
現役出向者

常勤0人

非常勤0人
常勤0人

非常勤0人

職

員

392人
ヽ
―
―
ノ人

跡
詢

酬
螂辮

ｒ

ｉ

ｌ

ヽ

うち
国家公務員出身者

「
Ｉ
Ｊ

うち
現役出向者

37A 4 1人

予
算 9&3億 円

うち    :  |
国からの財政支出

36.6億円 49.3億円

* 役 職員数は平成22年4月1:日現在、予算額は平成22年度の数値、うち国家公務員出
身者・現役出向者についてはそれぞれの年度の4月1日現在、うち国からの財政支出に
ついてはそれぞれの年度の数値

≪事務:事業‐≫

事務,事業 予算
うち:国からの
財政支出

技術指導:援助、教育研修等 48.2億円 10.0億円

労働者の健康保持増進等1国 16.6億円 16.6億円

お言惚房肇凛胚すヤ特71ア亨 10,0億円 10.0億円

安全衛生図書の出版等 23.5億 円 0億円

(全体)
70/o

( 1 1 % )

本部
8音55センタ‐2室

234人

うち管理部門

2部1室30人
7%

地区

センタニ等

7センター2支所 r.
大阪センター133人 購 調 (8%)

教育
センター

2センター23人 降墓署期 (17%)

ハ
゛
イオ

センター
42ノ` 睦重署錮 (7%)

地区センター等

大阪労働衛生総合センター(26)

東京・大阪安全衛生教育センター(23)

日本バイオアッセイ研究センタニ(42)

14



建設業労働災害防止協会の改革案について

目員
目貝

役

職

′
ｌ
ｌ
ｉ
ｌ
ｌ
ヽ

平成22年度中に1名とし、民間から登用
定年退職者の不補充、非常勤イヒによる常勤職員の削減、国家公務員OB職 員の補充に
ついても民間から積極的に登用

ヽ
―
―
―
―
ノ

役員▲1人ぐ▲1人
(▲1人を先行実施)

職員▲8人 ▲ 1人

平成21年度 平成22年度 削減数

常勤役員 2/2人中 2/2人中 rO

常勤職員 43/285人中 41/282人中 ▲ 2

≪今後の対応≫

役員:民 間
職員:安 全管理士等専門職

を除き定年後解消I

▲130万円

‐    15

3.カネ(国からの財政支出の削減)

く平成21年度><平 成22年度> <平 成23年度>

2.2億円 ‐10.2億円
‐

7.3億円

補助全の抜本的な見直し(人‐件費中心今中小企業対策事業費)とともに、順次縮減の上
:    :

平成22年度に建災防に委託した事業は廃止。(▲4.4億円〉

≪削減額≫
:

′
ト
ト
ー
ー
ー
ｉ
ｌ
ヽ

▲5‐1億円ぐ▲2.4億円
(補助金は3年を自途に廃止)



4:'事務|・事業の改:革

○ 補助金については3年を目途に廃止し、国からの財政支出に頼らない建設業界
′による自主的な労働災害防止活動を行う団体として自立を目指す。- 1

0徹 底した経費削減に加え、労働安全衛生マネジメントシステム認定事業の展開

等自主事業の見直し(拡大)による自己収入の確保を図るも    |

【主な新規・拡充事業】 _                    .
・ 口建設業版「労働安全衛生マネジメントシステム」認定件数の拡大

,「労働1安全衛生マネジメントシステム」の公共工事入札時の評価項目への|
‐  追 加等を発注機関に対し要請 ―      ●  :   :

ロニ■ズに即したテキスト等の作成・頒布及び教育研修の実施 |



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

1職 員数の削減等による組織のスリム
化、効率化を行うべき6  ~   :

2中 災防と統合し、組織の効率化を図
:るべき。            ■

(参考)  1     1
0少 ない支部の職員数で大規模な事
1業展開は可能なのか。

常勤職員の更なる削減による組織のス

リム化」効率化。(追加削減)||

・平成23年度より:常勤職員についてt
定年退職者の不補充、非常勤化により:
新たにブ名(合計8名)を削減  : ´

<仕 分け前の改革案>   |<仕 分け後の改革案>

≪削減数≫

常勤職員
▲1人

≪削減数≫

常勤職員
:▲8人

ヽ
「
「
―
ノ

ｒ
ト
ト
ト
ｔ

ゆ

3研 修所跡地については損切りも含め
売却を検討すべき。 |    ―

余剰資産(研修所跡地)の早急な売却

L   〒 智す||すす明
17 (次ぺニジヘ続く)



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

4補 助金、委託費を受けずに業界の自
己責任で運営すべき6   1

(参考)            :
○ 補助金、委託費をなくした上で厚年
労働省がどのように業界全体を指導
していくかについては要検討  す

補助金、委託費の更なる削減(追加削励

平成22年度に4.4億円であつた委託費は廃止。

【H22年度4。4億円・→H23年度0億円】
補助全にっいてもJ堕蟹□菫墨単整豊旦
途に廃止
【H22年度2.|億円 → H23年度2.2億円】

<仕 分け前の改革案>   <仕 分け後の改革案>

≪削減額≫

▲2.4億 円|

≪削減額≫

▲5。1億円⇒

労働安全衛生マネジメントシステムに
ういて、/AN共工事の人札の要件とする
よう働きかけるなど企業の自主的取組
を促進すべき。■   ‐    ― |

発注機関への働きかけ等を強化(新規)

・労働安全衛生マネジメントシステムの公
共工事入本L時の評価項目への追加等を
発注機関に対し要請

ヽ
―
１
１
ノ

18



建設業労働災害防止協会の概要

≪′基礎デT夕≫

′
９

【22年度】【修和三二年度】≪組織体制≫

役員
常勤2人

非常勤77人

うち  ―     |

国家公務員出身者
常勤2人

非常勤3人
常勤2人

非常勤6人

うち |

現役出向者

,常勤0人′

非常勤0人
常勤0人

非常勤0人

職員
282人

卜題編皐4

うち  ‐
国家公務員出身者 41人 43人

うち―  |

現役出向者 0人 0人

予算 49.1億円
うち    ―   |

国からの財政支出 7.3億円 10.2億円

* 役 職員数は平成22年4月1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち
国家公務員出身者口現役出向者についてはそれぞれの年度の4月‐1日現
在、うち国からの財政支出につし`てはそれぞれの年度の数値    「

≪事務薔事業≫

【法人に占める

(全体) 110/o

本部
5部13課

(62人)
うち管理部門
1部(8人)

13%

,支部
47箇所(226人)

(都道府県ごと)|

うち管理部門

(25人)
11%

監 :事

業務部(6)

建設業安全衛生
教育セジタニ{4)

事務‐‐事‐業 予算
うち国から
の財政支出

‐嚢署否奨尭‐皐お算嵩‐板曇語菫窪劃守 20,7億 円 2.9億 円

重1層下請構造=墜落災‐害の防止に着目
した労働災害防止対‐策事業‐||1季議|

4,4億 円 4.4億 円

奪彙3ナ号言9賞寧去君暑‐賓拿71 24.04憲円 0円



「 :中 央職業能力開発協会の改革案について

1:ヒト(組織のスリム化)

22+tr> N *- -.".:TS?^rr5? <Hrtr*ffi>
'-Hgf;iin:E*Fi'riQeffiflgtiFiL 

@ffiFfft g7 x 93I l+) elto.eapxlr*1:q1ttm.E
ct{ I zr',r v 'E€gt^*F(3*llr-iflol*rt' | 'Ee+#fi*llOts'

▲44人(肖|

(注)※ 印は基金事業
本部の職員数(外数),。

箇墨繁垢デ1
- -    1

,平成21年度 平成22年度 削減数

役員
ヽ

5/7人中 1/4人中 ▲ 4

輌 家公務が
t oB関 連 ンィ 職員 1/(137+36)人中 1/(93431)人中 0

I

・更なる削減に向けて精査
1基金事業本部の廃止

・平成22年6月総会において、理事ポス
ト2及び監事ポスト1を廃止

。同総会において、理事及び監事を全員
民間化 ′

・、理事長は任期満了時(平成23年6月)
に公募         :

・,職員のOBは 定年後解消

2.モノ(余剰資産などの売却)

:〔
 事子曇聴汚疱鼻再蠍  [軍進1キ響

‐
1言ヤ
|'T,|ていなll。1本ケlT守:午事

中111質写滲| 〕
コ土地‐建物なし
“事務所移転|ごよiり2′036万円



4.事 務,事業の改革

11技能検定試験の指定試験機由化の推進(平成22年度中)1口孤醍轟          :
○ 厚生労働省において、、中央職業能力開発協会の会員となつてし、る業界団体(238団体)に対し、
1指定試験機圃制度に早い二説明の上、_指定試験機関への移行の可能性に2いて速やかに打|
診するとともに、今年度中に結論を得る。             ・   :

2:衰能機定職種の統廃合等あ推進(■成22年0月中)-   1  ■  | |

結論を得る。         ■  、           .

回

‐ ‐
     ―

○ 厚生労働省において、各国における技能評J面制度の普及状況、1技能者の需要等を把握し、
本事業の実施に適切な国及び当該国にお1する事業壼容を選定するなど戦略的に実施する。

)充実・強化̀ 平成22年度■)日圏醒調:ガバナンス機能の
○ 中央協会において、理事等から運営に関する意見を収集するため、

｀
理事等を構成メンバーと

する業種別団体会議を拡充する。 |                :      :
○ 中央協会と都道府県協会との連携を■層強JLするため、1業務に囲するブロ:ック会議を行うとと

もに、個々の都道府県協会から協会運営に関する墾望を吸い上!ずる仕組みを整備するも

回
目 物 △

の財務諸表のホニムペ■ジ上での公開について、直ちに要請を行う。

|:
○ 自主事業の普及促進による自己収入の増収を図る。

21



【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について(中央職業能力開発協会)

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

1.中央職業能力開発協会の技能検定について、
補助金等を支出した上で業界団体に委託すべ
きも  :     |  ・          |

○厚生労働省から、中央職業能力開発協会の会員と

なつている業界団体(238団体)に対し、指定試験機関制
度(※)について説明の上、指定試験機関今の移行の可
能性|こういて速やかに打診するとともに、今年度中に結

論を得るも:  ́     :       ‐

※ 指定試験機関に対してはt補助金等の支出は行われない仕
組みとならている(現時点の団体数は11団体)。   ._

2.[技能検定の職種について、産業構造の変化
等に沿つた見直しを行うべき。

○技能検定職種のうち、年間受検者数が平均100人以

下のものについて1統廃合等を検討することとしている。
1現在t厚生労働省において、まずは受検者数30人以
下の10職種について、統廃合等を検討しており、本年9

月までに結論を得る。     |         :

※1外 部有識者からなる「技能検定職種の統廃合等に関する検
討会」において検討           :

※210人 以下の10職種:コンクリート積みブ|ラク施工、漆器製
造、製材のこ目立て、金属研磨仕上げ、竹工芸、ガラス製品製
造、れんが積み、フアインセラミックス製品製造、建築図面製作、
未工機械整備

3.技能評価システム移転促進事業にっいては、
戦略的な対応を行う必要がある3他の発展途上:
国への移転も積極的に検討すべき。 ■

O厚 生労働省において、各国における技能評価制度の

普及状況、技能者の需要等,を把握し、本事業の実施に

適切な国及び当該国における事業内容を選定するなど
戦略的に実施する。   ‐        l

※ 現在の対象国:インドネシア、タイ、ベトナム、フイリピンヽマレーシア、
ラオス、カシボジア(中国は平成21年度限りで終了)

22



23

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

4.ガバナンスのあり方にういて精査すべき:
また、地方協会との関係が間接的であるため、

現状が不十分。

〈中央協会lFおけるガバナンス機能の強化〉  1 1
0中 央協会において、理事等に協会の運営方針等を説明すると
ともに、協会運営に係る意見を収集する機能を強化するため、
理事等を構成メンバーとする業種男1団体会議の拡充を図る(年‐
1回→年2回)

〈中央協会:都道府県協会全体のガバチンス機能の強化〉
○都道府県協会は、都道府県知事の認可を受けて設立された
団体であり、中央協会の会員となっているが、申央協会と都道
府県協会は制度上の上下関係にはない。

○このような関係の下、中央協会は現在、専務理事口事務局長
会議やブロック会議等の開催を通じて、申央協会口都道府県協
会の連携を図つているところ̀       |    |    ′

○今後、都道府県協会との連携を■層強イヒするため、技能検定
や技能五輪等の業務についてのブロツタ会議を行うこととし、都
:道府県協会の意見を吸い上げるなどガバナンス機能の充実口強
化を図る。        ‐     :   ´

○さらに1中央協会が個々の都道府県協会から技能検定の実
施状況等について聴取し、協会運営の改善に関する.要望を吸い
上げる仕組みを整備するЪ   :

|.システム管理費のさらなるコストダウン ○中央協会にシステム検証委員会を直ちに設置し、
効率的なシステムの運用を検討する(検討結果を平
成23年度予算の節減に反映。)。  1

6.情 報公開が不十分 ○厚生労働省から、都道府県協会を指導する立場にあ
る都道府県知事に対し、都道府県協会の財務諸表の
ホ■ムペ■ジ上での公開についてt直ちに要請を行う:



′中央職業能:力開発協会の概要

≪基礎データ≫ 【22自「Fx】 :鯵→
.21年

F】≪〔組織体制≫
かうこ内は基金事業分(平成23:

ン
一穫
考

法
管

にヽ占める
当部門の害1合

革度1璃止)●(全体)|lo%l

本部

4部 12課

93人

〔lil層課〕
うち管理部門
1部3課 16人

90/●

地方 なし

… … … … 暉 ― ― ― ― ― ― … … ― ― ― ■ ― 〒 ■

役職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値。

職員及び予算のうち下欄は、緊急人材育成 `就職支援基金事業分 (平成23年度に廃止)

(単位:百万円)

役員 常勤4人

非常勤136人

うち       '
‐国家公務員出身者

常勤2人
非常勤9人

常勤4人

非常勤10人

うち    :
現役出向者

常勤0人
非常勤0人

常勤0人

非常勤0人

一
員職

・

93人

〔非常勤職員0人 〕

うち- 1:

国家公務員出身者

1人
‐1人

うち|‐

現役出向者

3人 17人

:::::li:li:,1::|::::|

予算
32億 円 うち■

国からの財政支出

15億円 27億 円

＊
¨

＊

≪主な事務・事業≫

事務1事業 予‐算
うち国からの

i

財政支出

技能検定事業 ‐954 522

ものづくり立国の推進事:業等
(委託事‐業).:

1,016 1,016

自主事業 1,211 0

ロ
ー

ー

ー

ー

‥

―

―

ト

ー

ー

ー

ー

ー

ト

‥

■

１

１

ｌ

Ｌ

―

一

Ｉ

“

１

●

―

■

〓

―

■
―

●
―

一―

］

―
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※平成22年度に組織のスリム化を行いて本体部分(基金事業
‐
除く)6部から4音Fに改革 .  :         :

（平
成
二
十
三
年
度
に
廃
止
）
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.■企業年金連合会の改革案について

1.ヒト(組織のスリム化)

下T箇7・下T雷〒>、⇒ 千TTII
l    i{・ 記録整備に係る人員を25年 度を目途に削減

≪削減数≫

▲ 16人

*役員の部長職兼務(2部1室)・職務
拡大(担当部の複数化等)により人件

国家公務員
｀

日 日 7`お
平成21年度 平成22年度 削減数

V D I剰 ―
役員 2/5人中 2/5A 「ト

1

1 職員 4/181人中 15/196人中

|=t電1宅雀是麹電電噌色=警摯型含“二I_、暉:―

2.モノ(余剰資産などの売却) k菌産納:行見1込嶺≫

31カネ(国からの財政支出の削減)
≪肖1減額≫

バ1。8:億円

<平成21年度>   <平 :成22年度>    <平 成2急年度>‐ i

l璽肇彗::層: : 璽肇喜l:層目 止ゴ>璽肇彗:籠罠‐



4.事務・事業め改革 | :

26
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|          : (別 紙)

企業年金連合会における未請求者対策を進めるための実施計画 (工程表)(案 )

:  、 、                 ′ 1平 成 22年 9月 1日

企業年金連合会はtそ の業務として、‐厚生年金基金を転退職した加入員や解

散した厚生年金基金のカロ入員に対し、年金給付を行うている。  |
.受給可能な年齢に達したにもかかわらず、当該年金に係る裁定請求を行つて

いない者 (未請求者)力 多`数存在しヽていたことから、未請求者対策として平成

19年 度以降(様 々な取り組みを進めてきており、特に住所が不明であること

により連絡がとれない未請求者の住所把握に努めて,いる。引き続き、年金の確

実な支給に向け(本 実施計画 (工程表)′に沿つて、取り組みを進めていくこと

とする。             .         :

I 未 請求者の状況

          124井 天のうち、二晟 22年 3月末時点・ 平 成 19年 3月末時点の未請求者

での未請求者は 70万人。うち、1転居先不明の人が 44万人、裁定請求書は

到達しているが、請求保留の人が26万人。      '
・ 平成 19年度中に新たに受給権を取得した方は66万人。平成22年 3月末

時点での未請求者は16万人。うち、転居先不明の人が7万人。裁定請求書

は到達しているが(請 求保留の人が9万人。    ヽ
・ 平成20年度中に新たに受給権を取得した方は72万人。平成22年 3月末

時点での未請求者は、20万人:う ち、転居先不明の人が10万人:裁 定請求

書は到達しているが、請求保留の人がlo万人`           ●
・ これを合計すると、平成22年 3月末時点での未請求者はlo6万人。うち、

転居先不明の人がol万人、裁定請求書は到達しているが、請求保留の人が

45万人と見込んでいる。

11 以 上とは別に、平成 21年度中に新たに受給権を取得した方は 78万人。

うち、未請求者については集計中。 |          | ■  _

【参考】平成 20年度末時点での未請求者の状況
… 1件あたりの平均年金額は、3.2万円(中途脱退者(全体の95%)1.8万

円、解散基金カロ入員(全体の5%)33万 円)|

注(1)中途脱退者のうち、66%が 年金額 1万円未満

注(2)中
｀
途脱退者のうち、93%が 加入期間5年未満



,未請求者のうち、41%が60歳及び61歳の者。また、66%が60歳代前

半の.者となつている。

実施計画の期間等  :

1 実 施計画の期間 :

0 22,年 度から24年度までの3年間を、これまでの対策を踏まえ、未請

求者特別対策重点期間とするgた だしtそ の後も、'新たに受給権を得る

.者 が発生することから、未請求者対策そのものは継続的に実施するもの

とする。

2 実 施計画の見直し ,

○ 実施状況等を踏まえ、少なくとも年度毎に見直しを行う。

Ⅲ 作 業項目と進捗目標        `

1 住 F~Jl不明者対策 |

(1)日 本年金機構が保有する住所情報の活用による現住所把握0裁定請求書

の送付                        _

① 平成21年10月から平成22年3月までの60歳到達者のうち、転居先

不明者について、日本年金機構から住所を駆得し、平成22_8月 に裁
:  定 請求書を送付。    ｀

.  :(注 )平成21年9月までの未請求者のうち、日本年金機構からの住所
｀
情報取得等により住所を把握できた方に対しては、裁定請求書を送付済。

② 平成22年度に60歳に到達する者について、事前 (21年度中)に 日

本年金機構から住所を取得しており、60歳到達月の前月に順次、裁定

請求書を送付。              '

l  ③  平 成分'年 ど月から平成2′:準9月に66歳に到達し、②により裁定請

求書を送付したが、転居先不明となつた者について、再度、日本年金機

構から住所を取得し、平成り2年 12月に裁定請求書を送付。

④ 平 成 22年 10月から平成23年 3月に60歳に到達し、②により裁定

請求書を送付したが1転 居先不明となつた者にういてt再度、日本年
｀
金機構から住所を取得し、裁定請求書を送付。     ■  ■  i

(注)な お、②から④については、平成23年度以降にっいても当該ス
・
ケ

ジ三ニルに沿つて対策を実施。

(2)住 民基本台帳ネットワークが保有する住所情報の活用による現住所把

握1・裁定請求書の送付
‐ OI現 在国会に提出されてぃる「国民年金及び企業年金等による高齢期の

所得の確保を支援するための国民年全法等の
■摯を改平す,1年

案 `午(  金
確保支援法案)」が成立した場合には1住 民基本台帳ネットワークの

活用が可能となることから、  : ′

‐21                ‐                :  |
N
∞



Ｎ
０

‐  '①  厚 生労働省による総務省との住民基本台帳ネットワークの活用の

.. た めの具体的な実務の検討に連合会としても参画しうつ、連合会とし
‐
  て の事務処理方法を検討して成案を得る。 |・

② 住 民基本台帳ネットワすクの活用が可能となり次第、日本年金機構

からの住所情報でも把握ができない者について、住所の把握を行う。

③ 住 所の把握ができた者について(裁 定請求書を確実に送付する。

といつた取組みを進める:    ■

(3)住 所不明者の未請求者に対する実態把握 (新)
.○ 住 所不明者であるため連絡がとれない未請求者について、9月 まで

,  に サィプル調査を行い、寒態を把握した上で、その対策を検討し、平

成23年度からの未請求者対策強化につなげる。        =

2‐裁定請求書到達者対策 |

(1)裁 定請求書到達者の未請求者に対する実態把握 (新)11

0 裁 定請求書rll達者であるにもかかわらず未請求者となつている者
、  に ついて、9月までにサンプル調査を行い、未請求の理由:等を把握し

た上で、その状況を踏まえた対策を検討し、平成 23年度からの未請

求者対策強化につなげる。       ｀     |  :

(2)裁 定請求書の再送付の拡充 (新)

○ 、現在、60歳に到達する1'月 前に裁定請求書を送付し、到達し̀てい
.|‐ るカミ請求しない者については、65歳時点で再送付しているが、当該者

のうちt平均年金額以上の者につぃては、平成23年度から、63歳時

点においても裁定請求書を再送付。             ,
3 申 途脱退者等が住所不明者 日未請求者とならないための取り組み

(1)こ れまでめ取り組みの二層の推進            `

○ 中 途脱退者等に対し、年金の支給義務が連合会ヽ移管されたこと及

び氏名や住所を変更した場合は、連合会へ連絡をいただきたい旨を記

載‐した 「ご案内のチラシ」を作成して事業主を経由して周知:(平成

120年
｀
6月～)     '     1

0 連 合会の月刊誌等 (企業年金やニュ早スレタ‐)を通じて、厚生年

全基金及び事業主に対し(住所や氏名変更について中途脱退時に連合

会へ届出することを周知徹底。(平成22年4月～)     ‐
∫

:○ 中途脱退者等̂ の承継のお知らせに住所・氏名変更時の連合会への

変更届を同封:(平成20年9月～) |  .
〇 連合会ホームページ上で、承継通知書や裁定請求書の発送依頼が

l  .できるよう改善し、体頼に基づき直ちに裁定請求書を送付:(平成20
・

 年 9月 ～) |

‐3‐



. 1                                                      '

(2)日本年金機構との連携強イヒ
| ○ 機構が送付する 「ねんきん特別便」、「ねんきん定期便」、「厚生年

金力1入記録のお知らせ]に 連合会の照会先であるコールセンタ■
―
の  、

_ 電 話番号を記載。(平成′19年 12月～).

○ 機 構が送付する「ねんきん定期便」に加入していた厚生年金基金の名

称及び基金番号についても記載することを平成21年 7月に依頼。(機構    1

と協議中)(新)′      ,               i

■ O 機 構が行う年金相談の際、厚生年金基金加入期間がある者に対し、

厚生年金基金の裁定申請の注意喚起を行うことについて、その対策

を機構に依頼。(機構と協議中) (`新)

〇 年 金事務所において、連谷会が作成した住所 ・氏名変更の届出を

行う旨の「ご案内チラシJを配布することについて、機構に依頼。(機

構と協議中)(新 )  .                      :

(3)厚 生年金基金等への協力依頼

○・基金に対して中途脱退者に係る住所 0氏名変更の届出の徹底を

依頼 (平成20年 o月～)●

〇 基 金、の訪間の際や連合会主催の研修、セミナー等機会がある

都度(住所:氏名変更の届出の協力依頼文書を配布 (平成22年 6月イ
i

ん
)                          ｀ 、

|:○  基 金の広報誌に事業主向けの協力文書の掲載依頼 (平成22年7月

´  ～ )         :          ‐      |

4 そ の他   .,               ′

平成19年12月以降、未請求者の状況及び解消に向けた駆組みについて、

年に二度厚生労働大臣に対して実施状況を報告しているが、さらに、重

点期間中は中間報告を行うも(新)

ω
Ｏ

‐4・



企業年金連合会における未請求者対策の実施計画(工程表)
(別紙)

22年度       ‐     ｀

4月  5月  6月  7月  8月  9月  10月  11月 12月  1月  2月  3月
23年 度 24年 度

1住 所不明者対策               ・
‐

(1キ
品嘉『

金機構が保有す
,住 TT報 ?活

用IFよる住所響握・識定
雪
求書

①H21.10月～22年3月に受給権を取得した者のうち、転居先不明となうている者
の住所情報を取得し、裁定請求書を送付。 、

② H22年度に受給権を取得する者の住所情報を事前に取得し、誕生月の前月
に裁定請求書を送付.    :

ち雀剛 働鍵鷹勇彙羹島鼻再
のうち、転居先不明|なァ̀|ゃ`者

④H22.10月γ23年3月に受給権を取得した者のうち、転居先不明となっている者
,住所情報を取得し、裁定請求書を送付。     `       :

(2)桂基ネ'卜が保有する住所情報の活用による

住所把握・裁定請求書の送付

(3)住所不明者の未請求者に対する実態調査(サンプル調査)

②
・

轟
一

②   、 ②

f摯
翻査あ事前準制 みンカj甲

響 獄旨聰 背
で

■町

み
一【住基ネットの活用による住所把調

【裁定請求書の送付】

【対策強化】

「

み |
1     【

島

裁定請求書到達者対策

(1)裁定請求書到達者の未請求者に対する実態調査(サンプル調査)

(2).裁定請求書の再送付の拡充

現在、60歳の1ケ月前に裁定請求書を送付した後、請求がなければ65歳時に
再度、請求書を送付しているが、63歳時にも再送付する

【調査の事前準備】 【サンプル調劉
上

【サンプル調査で未請求

翌空=1埋握l,策奮撻 【対策強化】
ヽ

「:
【63歳時の再送付】

ア

L

3中 途脱退者等が住所不明者 =未請求者とならないための取り組み

(1にれまでの取り組みの一層の推進

(2)日本年金機構との連携強化      .    ‐

(3)厚生年金基金等への協力依頼‐

O氏 名、住所変更等の際は、連合会へ届出を行う「ご案内チラシ」を事業主から中途脱:
○ 連合会の月刊誌等で厚生年金基金及び事業主に協力要請。(平成22年4月～)
O承 継のお知らせに住所・氏名変更届の同封を開始:(平成20年0月～)
0連 合会のホームベージ上で、承継通知書や裁定請求書の送付依頼が可能とする哉章

[者への配布依頼。(平成20年6月～)

。(平成20年9月～)

illl魯
l電l優|「:濡] 秩頼fマ顧薦瓦鷹吾rpp   「

O基金に対して中途脱退者に係る住所・氏名変更の届出の徹底を依頼。(平成20年6月・

O基金への訪問や連合会主催の研修 セヽミナー等機会がある都度、イ
O基金の広報誌に事業主向けの協力依頼文書の掲載依頼。(平成22

)

所・氏名変更ρ届出の協力依頼文書`
二7 月～)

配布。(平成22年6月～)

4実 施状況の報告 中間報告為 凸 中間報告 為■ ゃ口報喜



金連合会の概要企業年
一

≪基礎データ≫ 【22年度】‐【鯵考)21年度

役員
5人

[彗動量М秋〕

うち   |    ｀
.国家1公務員出身者

2人 2人

うち

現役出向者
0人 0人

職員 ヽ
―
―
ノ

臥
一
哄

Ｑ
）
・５

３

１

員

託

職

嘱

ｒ

ｌ

ｌ

ｔ

うち‐

国家公務員出身者
15人 4人

うち

現役出向者
13人 7人

予算
88億円

(事業経費予算)

うち    ‐
国からの財政支出

国庫補助金
1.8億円

委託費
1.9億円

国庫補助金
46億円

委託費:

2.0億円

】≪組織体制≫ {響鋳鍋割

|

事会 (18人) 年金サ‐ビスセンタ‐ 92人
*役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち国家公務員

出身者 t現役出向者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在tう ち国からの財政

支出についてはそれぞれの年度の数値             ‐
*職 員の国家公務員出身者及び現役出向者数の増加は、年金記録突き合わせ等の記

録整備に集中的に取り組む体制を確保するための臨時的なものであ、る。
≪主な事務:事業≫

事務・事業 予算
うち国からの
財政支出

会員1支‐援事業| ‐17億円
[うち0.8億円]

0億円

年金‐
通算事1業 69億円

[うち0'億円]
1.8億円

(国庫補助金)

受‐託‐事業 1。9億円
(業務受託料)

1.9億円
(業務受託料)

Iは管理章『Fl本件章を内数で奉記

32A

事 (2人)

32ノ、

IO

ンフ
゜
ライアンスオフィサー(2A) システム総合調整室 5人

部 17人

事長 (常勤)

勤理事(4人)

企画振興部|

数理部 16人

年金運用部

*I

本部
6部27課

(196A)
うち管理部門
1部2課 (17人)

8.70/o

地方

議員会 (37人)

ら
乙

う
０



全国健康保険協会の改革案について

0財 政再建期間(22～24年度)に係る「事務経費削減計画」を策定。

11ヒト(組織のスリム化)

く21年度> <22年 度
常勤職員 、、21oO人    2145人

契約職員  2312人    2764人

44112メ、    4909人
※ 20年10月の設立時に、国の職員(定員)から1割

(200名)を削減`            ‐
※ 22年1月の船員保険事業引継の際、国の職員

(166名)から1割(16名)を削減した上で、うち45名を
協会に移管。         .

|  : <23年 度>
く
‐
設立時に常勤職員200名削減したが

≪削減数≫

率化を図り、26年度までの5年間に

21年度 22年度 削減数

役員 3/8人中 3/9人中 0

常勤職員
´ 0/2100人中 0/2145人申 0

≪今後の対応≫

理事:次国改選時に公募。
.※監事は大臣任命

※ 支部内の管理部門からの配置見直じ(5o名)によ
りt業務部門の常勤職員増員を吸収。

■※次回改選|ま23年10月予定

2.モノ(余剰資産などの売却) ≪国庫納付見込額≫

〔不動産は所有していない9〕   |

3,カネ(国からの財政支出の削減)
<22年 度>

り毬672億円(8.0兆円のうち)り じ1608億円て8.1兆由のうち)
※国庫補助率の引上げ(13%→千6.4%)を行う法案が5月12日成立。

※
　
医

正
費

′
ｌ
ｌ
ｌ
ｉ
ト
ー
ヽ

ゆ

※支払基金におけるレセプト審査システムの向上の進展とともに、随時、業務壼体壷1の見直しを検討。
(夕1)縦覧点検の在り方について、今年度中に見直す予定。 、

※船員保険勘定は22年1月からであるため、健康保険勘定分を記載しているが、23年度の対応は同じ:

≪消1減額≫

23年度 (21年度対比)

▲320億円+α (医療費ベース)
〔▲40億円+α (菌費べ=ス)〕

(内訳)

,レセプト点検効果額 :'▲
270億円+α (医療費べニス
〔▲34億円+α (国費ベース)

・ジェネリック医薬品促進分:
▲50億円+α (医療費ベース
〔▲ 6億円+α (国費ベース)
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4.事 務,事業の改革

お客様サニビスの向上 E)サ 丁ビス・事務品質向上を推進
0日 本年金機構との連携:日本年金機構、厚労省との連絡調整会議の場を活用するなどし:事業の円滑化を図る。|

0お 客様の声の集約口改善:コールセンター機能の外部委託による効果を検証し、他支部への展開を検討。 1   :
※電話が非常につながりにくし`状況にあうた東京支部におし`てコー

ルセンタ■機能を外蔀委託。現在では聞題はほぼ解消:

0業 務改革会議の実施:各支部で行うている効率的な業務方法等を提案・検討・紹介するため、全国10ブ歯ックで会議を

開催。今後も引き続き支部間の業務の効率性「正確性とサー
ビス品質の差異,防止口

全体の質向上を図る。

※21年度は審査方法、チェック項目の標準化を実施。|     、

Oレ セプト点検の効果的な推進:支払基金におけるレセプト審査システムの向上の進展とともに、
'随

時、業務や体制の見

直しを検討n(例 )縦覧点検の在り方について、今年度中に見直す予定。

0保健事業の効果的な推進:    :    |      :                 |

組みを進めるとともに、加入者に対する受診勧奨の強化を進める。       1     1
日加入者本人の健診受診率目標の達成に向け、取得が進んでいない事業主健診デニタの取得を促進するため、国の定
めた形式以外でも健診デニタを取得可能とする受入れシステムの改修を行う。

併せて、ご家族に対しては(健診受診券を直送方式Jこ切替える他、健診実施機関の大幅な増加や、特定健診とがん検

診を同時に受診できるよう市町村との間で健診機関情報を共有する。ロク
'こ:l口」口寸 :ヽ うて 日ク ヽ C′ ●Jdト ノ ::』HJ■ :JCV′ :口』ヽ :)に口′ Vτ l刻 1日 ‐FⅨ CLフヽ ‐

同 7・ υ o

てはtI下の活用等により、保健指導の効率化を進める。

(市町村国保)(国保組合)(協会けんぽ) (健 保組合)
20年度健診受診率※  30.8%  31.3%  29.5%     58.0%

(船員保険)(共済組合)
22.60/o ・58.7%

700/o     800/0

藁 蓉 翼 聾 卑
歯 陛

黎
艶

岬 興 叩 聾 攣 黎
ユ

“

璽

24年度達成目標1   65%   70%   70%

: ※ 22年8月厚生労働省保険局公表             :

単-80%総 合70%
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【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について(全国健康保険協会)

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

I 事務日事業(保険給付)】       :

.システム開発により(保険給付事務め)効率 |
化を図るべき。

|
システム開発は外注でなく自前でやらないと効率化しない:協
会が発足して1年以上経うのにこれからシステム開発をする人
材 育 成す な  シ ステム開発への取組 遅 れて て 、効率
的運営への問題意識も低い:(岩瀬仕分け人)   .
|シ

不テ■開発が遅れている。(大久保仕分け人) |

2.支払基金との点検業務の二本化を検討すべ

き。またヽ支払基金と連携等を図り:人員肖1減
するべき。    |  ■   :
口支払基金等との連携を含めた効率的“効果的な取組が求めら
|れる。(大久保仕分け人)   .
・審査支払事務(支払基金).と点検業務の=本 化を検討する必
要がある:協会で全てを行う場合に必要な投資額、全てを委託 :
した場合の費用軽減額を明らかにしご比較検討すべき。(宮山
仕分け人)             ,

1  舅 即鋼規謝|よ縫il割鶏普
な効率アップをすべき,(中山仕分け人)     _

1.シ ステム開発等   : |       1 1  1
・協会発足以降も、出産育児一時金の直接払い等の制度改正(レセ
プトオンライン化への対応等により開発が追加で必要となもている。
・現行システムは[健保組合向けパツケ■ジシステムを元に開発した

鳥鑑 冷覗段斃寵]毛忍嵯無蕊な篤憂魔,
業務ロシステムの届1新について年度内に調査を行う:

く仕分け前の改革案> <仕 分け衡の改革案>

※なお、シ不テム部門には、システム担:当響事|(前民間情報サービス
会社社長)及びアドバイザ■(公共システム構築経験者)を置き、職
員10名の半数は、I†企業でSEとして開発に携わつた経験を持つ専門
家であるも今後とも必要に応じて増強していく。

21点検業務や体制の見直じを検討   l
=支払基金におけるレセプト審査システムの向上の進展とともに、随
時、業務や体制の見直しを検討する。
(例.‐縦覧審査を支払基金が23年度から開始するので(協会の行つ
ている縦覧点検の在り方について今年度中に見直す予定)

<仕 分け前の改革案> <仕 分け後の改革案>

支払基金の審査システム
の向上とともに、業務や体
制の見直しを検討。.
(例)縦覧点検の在り方に
ついて、今年度中に見直

‐

す予定

⇒
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主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容‐

【Ⅱ 事務口事業(健診等の保健事業)】  |

1.保健事業の効率性を高め、実施方法を見直し、
保健指導実施率のアップに努めるべき。

2.保健指導に際して加入者の意識啓発を図るベ

き。           |

・保健業務は医療費削減にどれだけ寄与するかを試算する必要
があるざ死亡率減少効果や医療費肖1減効果が明ら力vこ見込め
るものを対象として、

‐
健診の実施は民間に委託する。(土屋仕分

け人) .              .
―保険者機能が十分集たせていない。(岩瀬仕分け人)   :
口科学的根拠を示し、健診の重要ll・■を説く必要がある(健診の軍
要性とその効果の説明が出来ずにインセンテイブをもって高い効

・率性を上げることができない)。(大久保仕分け人)  _
B健 診受診率=保健指導率だけに目が向きがちであるがt保健指
導は被保険者と接触する機会であり、被保険者が国民としての.義
務を果たしていこうとする意識啓発を図るべきである。(宮山仕

分け人)         '     ‐ ^
‐ 口 健診受診率が目標に対してはるかに低くこ施策の有効性に疑

間がある。健保連などを参考にしながら、受診率のアシプに努め
ることが必要。健診受診率に対して病気発見率や医療費などの
相関をきちんと把握し、費用対効果を明ら力Ч=することが必要。
(中山保仕分け人)        :

1.保 健指導の効率化

ご保健指導実施率の.目標に向け、マンパワ下の確保とともに、J 規ヽ

模がつ点在している事業所に対し、計を更に活用することによりt保
‐健指導の効率化をすすめる。       :

口民間出身の支部長から、地域の経済界とのパイプを活かして、事
業主に対して保健事業の重要性を説明するなどの取組みを進める。

またt加入者向け|ビ行つてし`る隻診勧奨をさらに進める。

・保健事業の取組みにつ,いては、保健指導の在り方などを検討のう

え、今後の方向性を決めることとするが、まずは、健診事業につい

て効率化の観点から受診券の配付方法の見直しを実施。́ |

<仕 分け前の改革案> く仕分け後の改革案>

¬健診受診券を直送方式(申
請書の省略)に切替えの他、
lTの活用等により、保健指
導についても効率化を進め

｀

る。      `i
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主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

【.Щ組織「運営体制】
`

1.日本年金機構とのァ体的運営等により効率的
な運営を図るべき6

・(社会保険庁が、協会けんぼと日本年金機構に分かれたこと
で)年金窓口と医療保険窓口が2つに分かれて、年金窓口は込|
んでいても協会けんぼの窓口は空いていたりなど、かえつて効率

なっ  な  面も  。国民への窓 と て 、年金機構
調肇のぅぇ何らかの形で両組織1子よる■体的運営を図るべき。

(大野博分|す人)

2.企画部門の1総人員を見直すべきも

‐二企画部門の490人は総人員の23%と 極めて多く適正とは思え 、
ない。本当に必要な業務に絞つて効果腱効率の高い運営とするこ
とが必要。また、レセプト審査の業務フロ■改善による、要員の
見直しが必要である。(中山仕分け人).        :

1都道府県単位の保険者の統合再編を視野に入れると、規模田

対象から見て、その存在が今後注目されるようになる。協会の組
織については、我が国の医療保険制度を担うという役割も意識し、
:強化を図るべき。(宮山仕分け人)          :

1.日 本年金機構との連携の強化
・日本年金機構:厚労省との連絡調整会議の場を活用するなどして、
保険証発行業務など事業の円滑実施を図る。
(注)保険証の加入者への交付業務:日本年金機構において加入者

資格を確認し、協会で墜、機構から情報提供を受けた後、原則と

懸鰈製腿保観鴇露鯖醍高鷺哩麗聴摯
たが、上記連絡調整会議等においてt早期の処理を強く要請し
た。近時、改善が図られていると承知.  ~

‐ 1       く 仕分け後の改革案>

・当協会では、業務部門が現金給付(支出の6%)の事務処理を担う
のに対し、企画部門は保険者機能強化の中核であり、ジェネリック
の使用促進t医療費分析など医療費(支出の49%)の適正化の業
務を担つている。また(総務部F]と併せてt自立した保険者としての
機能(運営委員会"評議会運営、経理、人事、人材育成等)も担つて
いる。よつて全体の人員は極力抑制するとしてもt業務量・現行配置
を評価した上で企画部門は強化すべきと考えている。(なお、事務
経費は、支出のo.6%)  ́          :
・いずれにせよ、.協会けんぽ移行時の削減、1年半の業務実績及び
今後め保険者機能強化め方針を踏まえて、業務―システムの在り方
の検討とともに職員の全体数・体制の見直しを検討する。

・日本年金機構、厚労省と
の連絡調整会議の場を活
用するなど事業の円滑化を

甲
る。

  ↓
::‐

・保険証の発行については、
日本年金機構から情報を受
けた後、原則として2日以内
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全国健 保険協会の概要
≪基礎デ■夕≫ 【224F層電】 【修考)21年度】 ≪組織体制≫

役員 9名
うち国家公務員出身者 ′3名 3名

う ち 現 役 出 向 者 1名 0名

職員 眸まま竃1
うち国家公務員出身者 0名 0名

うち 現 役 出 向 者 6名 6名

予算

(健康保険勘定)
9兆3345億円

(船員保険勘定)
,487億 円

うち国からの

財政支出(※)

(給付・拠出金等に
対する定率補助)

1兆1608億円
(健診・事務経費)

154億円

(給付8拠出金等に
対する定率補助)

1兆672億円
(健診・事務経費)

218億円

庁黛騨ξ君廠=循 話層菅編混
在、予算額は22年度の数値、うち国家公務員出身者(1日社保
た数)・現役出向者についてはそれぞれの年度の4月1日現在

ｄ
劃

め
割

占
り難酬

陸
Ｆ

(全体) 26.10/o

本部
4部 1室15グ
ループ(116人)

うち管理部門3部1
車|グループ(p8人)

58.6%

地方
47支部
(2029りに)

うち管理部門

(491人)
24.2%

※企画部門は管理部門として整理。

運営委
===口=「=r‥~―¬                    l

I

I

I

I

I

・
   :

l

庁から移行した1800名を除いた数)・現役出向者についてはそれ:

うち国からの財政支出についてはそれぞれの各年度の数値。 ―
度

※
｀
健康保険勘定分を掲載。なお、船員保険勘定は、22年度は法定給付107億円、事務経費

3億円。21年度は3か月間で法定給付22億円、事務経費4千万円。

≪主な事務L事業≫
事務L事業(※1) 予算(22年度) うち国からの財政支出

保険給付(医療費●手当等〉,他制度拠出等
′
 8ソК887市議Fヨ (※2) 1ソじ1608イ意円

健診等の保健事業 853億円 32億円

その他(被保険者証発行、レセプト審査等) 170億円

(※3)   2億 円

被保険者証発行等 95億円

レセプト審査 54億円

広報、ジiネリ,ク医薬品使用促進等 20億円

■般管理事務 274億円 121億円

「ちぢ僣診奪あ傑健事業
=~・~¨II…

…■
7莱7‐J…

…
1百僣Fl (※5)     創 憲円

l

l

i

l

l

l

l .

1

1

:

l

l

l

l

l

l

l

i

l

‥

１

‥

‥

‥

‥

―

卜

‥

―

卜

Ｌ

支部

８

．
　

　

　

３

■

ｌ

Ｉ

■

■

ｌ

ｌ

ｌ

■

】】
‡:                                      :|:』|:i」:111i:※5保 健事業分として交付されたものではないため

本

システムグループ

保健グループ

船

l二



1資料 2-3

省内事業仕分け ・行政席1新会議

WGに おける仕分け結果

(特男1・民間法1人:)



厚生労働省省内事業仕分け (社 会保険診療報酬=払 基金)

仕分け人 (o名)の 評決結果

1-① 事務`事業 (療養の給付等に係る審査・支払業務)

改革案では不十分

5人

0人 ①事業そのものを廃止

0人 ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施
0人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施

1人 ④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施

0人 ⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡

4人
⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の

見直し・補助金の肖1減など)

改革案が妥当

1人

く具体的な意見>  ′

【④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施】
,健 保が赤字で苦しんでいるなかで、業務コスト870億 円の大幅な肖1減が必要である。

前さばきのアウトソァシング、レセプト電子化に伴う人件費の肖1減など、いろいろな

方法を取り入れて欲しい。
` 将 来的!Fは、民間の事払審査構門に当該業務を譲渡または委託し、法人の廃上を考
えたほうが良い。(3～ 5年後).     ヽ

【⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要 (実施方法の見直し・補助金の肖1減など】
‐法人として、改革案の効果等の説明責任を果たすべき。        i
・業務の効率化やコスト肖1減による効果等をもつと説明すべき。

_・ 行政改革は民営化ではないと考えるが、:競争導入原理が働く体制を整備すべき。競争

環境において自助努力ができるようなガバォンスができる体制作りと審判機能のよ

うな不文律の部分を分けて議論すべき。
・標準化を合めてlT化 を進めることが必要。
,オ ンライン化に伴,コ スト削減、人件費肖1減による車接的効果牛審査の質の向上、育

素化三合理11効果、両方の効果をあ1ザていく努力を含め、オンラィン化の総合的な効

果を厚労省として検討すべきではないか。具体的なコス ト肖1減効果としてフィードバ

|   ッ クすべき。        |
・オンライン化の効果を上げるために具体的に厚労省としてどのように取り組むかと

いうことも必要。
・保険者が顧客。審査も保険者よりにスタンスをおくべきでは。審査委員会は医者など

で構成されているが、保険者の車場で議論すべき̀
,電 子レセプト等によるIT化により事務の効率化とスリム化を達成してもらいたい。

同時に査定率と運動して手数料を弓|き下げるべき。

|・審査能力・査定率の一層のレベルアップを達成すべき。 ・
・レセプトのオンライン化を推進するとともに、審査委員会を20支部に縮小じ情報の

共有を図り査定率の地域差異を解消する対策を緊急に実施すべき。
・査定額とコス トのアンバランスから見てレセプトすべてを審査しているめは不合理。
・ レセプト件数から判断して高い点数・判定の難しいレセプトを審査すれば良いので低

 ́コ ストレセプトなどはオンライン化でより手数料を引き下げ―件当たり70日程度と

すべき。

【改革案が妥当】                   、
・オンライン化による人の削減が行われるのであれIよ 良しヽと思う。



2組 織 ・運営体制

改革案では不十分

5人

lA ①廃止

lA ②他独法との統合・移管

3人 ③更なる見直しが必要(人員・管理費 余ヽ剰資産t組織など)

改革案が妥当

lA

<具 体的な意見>                                  :

【①廃止】               :
・将来的には、民間の支払審査機関に当該業務を譲渡または委託しt法 人の廃上を考え

たほうが良い。(3～ 5年後)※ 再掲

【②他独法との統合 ,移管】
・被保険者、患者の目線でいうと、基金と国保連の統合についても`改めて検討すべき。

【③更なる見直しが必要 (人員 ・管理費 ・余剰資産、組織など)】
・業務効率化のためのシステム投資をゼロベースで再度検討すべき。
・審査・支払業務は誰かがやらなければならないので、もつとダイナミックに動くべき。   ｀

ただし、日本化する必要はまったくない。
・韓国のHIRA(す べての審査 ・支払の一本化、国民医療費の推計が2日 でできる)を

目指してほしい。
・ 日 常的に情報が収集できる組織が、政策提案できる。そこに集まる統計が公開され、

いろんな人が参加し、政策提案できるようになつてほしい。     |
・ 点幣表の電子化を国家として準め下ほしい。
・ 一部の業務を民間に委ねることも可能:
・患者 ・消費者に対するレセプトの透明性は厚労省の指導で徐々に図られているが

基金の組織運営上で顧客である保険者にスタンスを置く公平・公正な対策はどうなつ

ているのか。利害が錯綜する問題はあるが基金は保険者に対しては,一ビス機関であ
ることを改めて認識してほしい。よつて、保険者による直接審査を拡充し基金の関与

を肖1減すべきである。
・ 60猶 予年に亘る社保レセプト取扱い独占事業で組織と運営に親方日の丸的な体質

が出来上がっている。これを打破しなければ、基金の存続も危うい。
・ ラ スパイレス指数が高すぎる。  .
・常勤役員の国家公務員出身者比率が高すぎる。
・組織運営上の改革実施が履行されたかどうか平成25年度までの達成率を勘案し妥当

な実績が認められない場合t基金はレセプト分類と支払業務のみを行い、審査は健保

組合に委託する大胆な改革も必要ではないか。    .

1改 革にはタイムリミットを設定し達成を迫らなしヽど掛け声倒れ|こなる。



厚生労働省省内事業仕分け (特 311民間法人中央労働災害防止協会)

仕分け人 (6名)の 評決結果

1-① 事務・事業,(技術指導・援助、教育研修等)

改革案では不十分

6人

1 人 ①事業そのものを廃止

0人 ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施

1 人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施

1 人 ④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施

0人 ⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡

3人
⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の

見直し・補助金の肖I減など)

改革案が妥当

0り、

<具体的な意見>
'【

①事業そのものを廃止】
・必要性 ・効果の検証がなされていない。効果が不明な事業に公費投入はいかがか

【④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施】
・研修内容を民間と差別化していると言うが、あまりわからない。この事業内容ならば、

民間へ移管できる。               1  ‐

【⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要 (実施方法の見直し・補助金の青1減など)】
・申災防が果たした労災件数、保険財政に対する効果測定をすべき。.

:国 費投入する以上、活動の効果について検証が必要

1-② 事務 ・事業 (労働者の健康保持増進等 (委託事業))

改革案では不十分

6人

2人 ①事業そのものを廃止

0人 ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施

0人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施

0人 ④事業の効率性を高めた上で:民間へ譲渡又は委託し実施

0人 ⑤事業を分解し、国、自治体1民間へ譲渡

4メ、
⑥法人で事業継続するがt更なる見直しが必要(実施方法の

見直し,補助金め削減など)             |

改革案が妥当

0人 `

く具体的な意見>

【①事業そのものを廃止】
・事業者に委ねるべき                、

【②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施】
・現場に近づいた形の活動が重要。現場に近い自治体をっ導携を行う人き。補助事業の

社会貢献についての評価を。

【⑥法人で事業継続するが、吏なる見直しが必要 (実施方法の見直し・補助金の削減など)】
・補助金の肖1減を検討すべき。

|: 中 災堕が果なしたガ災件数、保険財政に対する効果測定をすべ
吉。 1

・:事業主の責務 (負担)で 実施すべき内容も含まれていると考えられる。またt所 期め

目的は達成されたと思われることからt公 費投入割合など見直す必要がある。

3



1=③ 事務 ・事業1(化学物質の有害性 (発がん性等)調 査のための試験 (委託事業))

改革案では不十分

6人

0人 ①事業そのものを廃止

0人 ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施

0人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施

2人 ④事業の効率性を高めた二で、民間へ譲渡又は委託し実施

0人 ⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡

4人
⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の

見直し・補助金の肖1減など)

改革案が妥当

o人  ‐

く具体的な意見>      |

【④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施】
`筋 が異なる。違和感を覚える。

【⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要 (実施方法の見直し,補助金の削減など)】:

・事業の必要性は理解するが、効率化を。
・バイオアッセイ研究所については、中災防でやるべきか、安衛研に委託可能かを検討

すべき。
・委託先、金額を見直す必要があるょ

2組 織 ・運営体制

改革案では不十分

5人

0人  l① 廃止

0人 ②他独法との統合・移管

5人 ③更なる見直しが必要(人員・管理費・余剰資産、組織など)

改革案が妥当

1 ″ k

<具体的な意見>:   :
′
【O更 なる見直じが必要(本員・管理費・余剰資産、組織|ど)】
・人員 ・組織の見直しは必要である。役員、職員のさらなる肖1減につし,て検討を。
・時代が変わつている中で、この組織がどうあるべきか根本的な検討が必要。焦点を絞

つて選択と集中の徹底を        .
1人件費の実態把握が不十分。現役出:向含め、公務員出身者を削減す●き。
・ 目 あである 「労働央害の所上に寄与」について具体的検証が必要である。特に労災特

｀
会への財政的寄与については数字で効果を説明いただくべきと考える。これによって、

人件費の評価や、ガバナンスのチェックができるようになる。

・人件費補助ありきの人員 ・組織となつていないか。
,リド常勤役員のさらなる大幅な削減を。                 1   1

1補 助金の不適正使用があるなど、透明性に疑間。ガバチンスの充実及びコンプライア

ンスの徹底を。

4



厚生労働省省内事業仕分け (特 別民間法人建設業労働災害防止協会)    ′

仕分け人 (6名 )の 評決結果

1,① 事務 ・事業 (専F月家による技術的指導、安全衛生教育の実施等の労働災害防止活動)

改革案では不十分

6人

2人 ①事業そのものを廃止

0人 ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施

0人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施

2人 ④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施

0人 ⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡

2人
⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の

見直しi補助金の肖1減など)

改革案が妥当

0人

具ヽ体的な意見≧      i
【①事業そのものを廃止】 、           i
・各企業の責務 (負担)で実施すべきと考える。補助金は廃止。
・基本的な役害1を終えた。業界の過剰業者数を考えると、ここJこ補助金を出さず、業界

再編を進めるべきではЪまた、中災防に統合統―できる。      |

【④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施】
・活動内容が支部主体である。民間への譲渡又は委託で実施する方向で検討すべき。       ′

【⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要 (実施方法の見直し・補助金の肖1減など)】
・効果の測定を行い、より効率的な業務運営を行うよう、検討すべきである。  :      :

| ・補助金を扉止すべき。施策が必要な理由が 「下請いじめ」があるからでは理由になら

ない。大元の原因である業界体質の改善を行政と業界が進めるべき。      1

1-② 事務・事業 (重層下請構造、墜落災害の防止に着自した労働災害防止対策事業 (委託

事業))       ｀     .

改革案では不十分

6人

2人 ①事業そのものを廃止

o人 ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施

1 人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施

0人 ④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施

0人 ⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡

3人
⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要て実施方法の

見直し・補助金の削減など)

改革案が妥当

0人

く具体的な意見>

【①事業そのものを廃止】             ‐
・業界が自主的に取り組まれてはどうか。     「

【③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施】

:・事業内容の効率を高めて精査して、自治体への移管が可能だと思う。

【⑥法人で事業継続するが、東なる見直しが必要 (実施方法の見直し,補助全の肖1減など)i
・所期の目的は達成されたと考えられる。3年後に委託費を

“
0"と するなど、期限を

定めて廃止へ向けて見直すべき。

5



2組 織 ・運営体制

改革案では不十分

6人

1 人 ①廃止

3 人 ②他独法との統合・移管

2人 ③更なる見直しが必要(人員“管理費・余剰資産、組織など)

改革案が妥当

0人

く具体的な意見>    、                       ‐

【①廃止】                                        :
・業界の思いはわかるが、感情的な部分、情緒的な部分での議論はやめるべき。中災防    |

を含め、日本全体で労働災害の防止にういて集約すべき。その中で、この法人|ま廃止
。
 す べき。二切国費を入れないなら、自立団体として活動すればよい。

【②他独法との統合・移管】      :
・中央労働災害防止協会人の統合で間接費用を圧縮する。    .           ,

・ 中 災防への事務の一部移管t支 部の統合等を検討すべき。また、公務員
:OBの

青J減ペ

■スを早めるべき。 .
・業界の思いはわかるが、:それと効率性は別:今 の影が必要なのか。本部は中央労働災

害防止協会との統合についても検討すべきではないか。

【③更なる見草しが必要(人員,管理費・余剰資産、組織など)】
・公務員OBの 肖1減をさらに推進すべき
`民 間型の部分とt公務員型の部分が混在しているが、基本的に業界負担でやるべきで、

補助金は廃止すべき。ただ、厚労省がガバナシスを効かせるべきか否かについては検

討が必要と考えられる6    .
・常勤職員が少ない各支部のガバナンスは、業界団体と‐体化していないか。支部への

国費投入は見直すべき。                     / 、
・昭和39年 当時は、安全性の確保が国として重要な課題であつた。今は建設業界も成   :

熟しており、どちらかというと、業界の問題となってしヽる。自主拠出で対策を黎るベ

きであり、それが業界の自己責任であり、社会貢献だと思う。   ●  |



厚生労働省省内事業仕分け (特 別民間法人中央職業能力開発協会)

仕分け人 (6名)の 評決結果

¬一① 事務 ・事業 (技能検定事業)

改革案では不十分

3人

0人 ①事業そのものを廃止

0人 ②事業の効率性を高めた上で、国人事業を移管し実施

0人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施
1メ、 ④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施

0人 ⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡

2人
⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の

見直し・補助金の肖1減など)

改革案が妥当

3人

<具 体的な意見>                       |

【④事業の効率性を高めた上で 民ヽ間へ譲渡又は委託し実施】1‐           |
・現在も業界団体等が 「指定試験機関」として実施している3当 法人の技能検定も業界

団体の施設等を借用して実施しているのであるから、各業界甲体に委託すべきではな

いか。そのうえで、補助金等を支給した方が国民経済的に効率的と考える。

【⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の見直し・補助金の肖1減など)】
=科 目数の見直し等、適切な配分になるよう各関係機関と連携の上調整お願いする。
・ 産 業構造の変化、サニビス化、ソフト化、国際化に沿つた見直しが求められる。

1-② 事務・事業 (ものづくり立国の推進事業等 (委託事業))

改革案では不十分

3人

0人 ①事業そのものを廃止

0人 ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施

0人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施

0人 ④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施

0人 ⑤事業を分解し、国、自治体、民Fplへ譲渡

3人
⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の

見直し,補助金の削減など)  |

改革案が妥当

3人

く具体的な意見>

【⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要 (実施方法の見直し・補助金の肖1減など)】
・海外のODAの観点から、国のトータルなデザインの中で戦略西な対応を行う必要が

ある。日本としてのスタンダァド作りのためにも重要なものと考える。
・技術評価システムは、ODAの 中で行つているが、他省庁との′`ッティングがないか

さらに精査すべき。  ´            「

【改革案が妥当】
・ 技 能評価システム移転促進事業については、現在の事業のより,層 の拡充を図ると

ともに、他の発展途上国人の移転も積極的に検討すべきであると考える。

|

, |

|

|

|


